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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年２月 平成20年２月

売上高(千円) 3,551,340 3,454,870 2,606,928 5,772,996 3,933,334

経常利益又は経常損失(△)(千円) 216,117 179,996 △64,725 503,060 △289,658

当期純利益又は当期純損失(△)

(千円)
133,398 91,702 △724,599 289,597 △2,459,005

純資産額(千円) 2,217,630 2,308,331 4,952,381 7,308,161 4,658,893

総資産額(千円) 7,836,501 7,954,769 10,280,993 12,909,782 7,407,066

１株当たり純資産額(円) 206.18 214.70 196.15 205.22 130.04

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額(△)(円)
12.40 8.52 △53.45 10.03 △69.77

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額(円)
－ － － 9.69 －

自己資本比率(％) 28.30 29.02 48.17 56.03 61.87

自己資本利益率(％) 6.20 4.05 △19.96 4.75 △41.62

株価収益率(倍) 15.73 46.95 － 23.43 －

営業活動によるキャッシュ・フロー(千

円)
318,314 196,744 △295,340 △2,130,220 △2,591,314

投資活動によるキャッシュ・フロー(千

円)
△110,225 △120,703 46,994 △1,672,359 1,678,733

財務活動によるキャッシュ・フロー(千

円)
△204,864 △26,883 3,287,744 2,163,404 454,609

現金及び現金同等物の期末残高

(千円)
521,709 570,606 3,621,446 1,982,891 1,518,914

従業員数(名)
54

(8)

48

(2)

44

(1)

64

(4)

55

(3)

　(注)　１．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．従業員数欄の(外書)については、第86期はパート従業員および人材派遣会社からの派遣社員数であります。ま

た、第85期まではパート従業員数であります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第83期までは潜在株式が存在しないため記載してお

りません。また、第84期及び第86期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。

４．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年２月 平成20年２月

売上高(千円) 3,476,373 3,386,001 2,553,660 973,593 475,374

経常利益又は経常損失

(△)(千円)
234,927 217,323 △45,815 66,282 △48,894

当期純利益又は当期純損

失(△)(千円)
126,296 115,662 △754,631 28,190 △2,144,592

資本金(千円) 540,000 540,000 2,225,000 3,225,000 3,225,000

発行済株式総数(株) 10,800,000 10,800,000 25,300,000 35,300,000 35,300,000

純資産額(千円) 2,218,520 2,333,135 4,947,200 7,049,861 4,706,752

総資産額(千円) 7,752,910 7,897,405 9,999,974 11,721,103 5,867,020

１株当たり純資産額(円) 206.26 217.01 195.95 197.89 131.40

１株当たり配当額

(１株当たり中間配当額

)(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

5

(－)

5

(－)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額(△)(円)

11.74 10.75 △55.67 0.98 △60.85

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額(円)
－ － － 0.94 －

自己資本比率(％) 28.62 29.54 49.47 59.51 78.93

自己資本利益率(％) 5.86 5.08 △20.73 0.47 △36.96

株価収益率(倍) 16.61 37.21 － 239.80 －

配当性向(％) － － － 510.2 －

従業員数(名) 48 44
44

(1)
13 8

　(注)　１．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．当社は、平成18年10月１日付で繊維事業およびシステム事業について、新設する会社に承継する会社分割を

行っております。

３．従業員数欄の(外書)については、パート従業員数であります。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第83期までは潜在株式が存在しないため記載してお

りません。また、第84期及び第86期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載して

おりません。

５．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっております。
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２【沿革】

昭和23年11月 東春日井郡守山町(現名古屋市守山区)に、旧三井物産による、経編ニット一貫工場として、昭和９年

４月設立された東洋編織株式会社を基とし、同会社が戦後、財閥解体の命令による制限会社の指定

を受け、新たに資本金600万円をもって東洋編織株式会社を設立。

昭和24年２月 資本金3,000万円に増資。

昭和24年５月 名古屋証券取引所に上場。

昭和25年６月 事業目的に紡織業を追加。

昭和26年３月 大阪合同紡績(現東洋紡績)の在華紡(中国現地紡績会社)として、大正９年に設立された同興紡織株

式会社の内地資産を基に、故立川団三氏(昭和31年11月まで当社の社長に就任)が経営に参画し、資

本金を6,000万円に増資、商号を同興紡績株式会社と改称。

昭和26年９月 メリヤス製造業から綿紡績業に転換し、紡績設備17,200錘にて紡績糸製造を開始。

昭和28年３月 資本金１億2,000万円に増資。

昭和29年９月 名古屋市西区の当社メリヤス工場を分離独立し、肌着の生産を目的とした名古屋同興メリヤス株

式会社を当社の子会社として設立。

昭和31年12月 大阪証券取引所に上場。

昭和35年11月 丹羽郡大口町に第二工場を新設。

昭和35年12月 資本金２億4,000万円に増資。

昭和39年10月 資本金３億6,000万円に増資。

昭和44年６月 名古屋同興メリヤス株式会社が同興ニット株式会社に改称。

昭和44年10月 資本金５億4,000万円に増資。

昭和51年３月 大分県東国東郡安岐町に同興ニット株式会社が安岐工場を新設。

昭和51年４月 名古屋市守山区の工場を第二工場へ集約し、名古屋工場と改称。

昭和51年５月 本店を名古屋市中村区に移転。

西印度諸島海島綿の紡出を開始。

昭和53年３月 本店を愛知県丹羽郡大口町名古屋工場敷地内に移転。

昭和57年６月 事業目的に電子計算機のソフトウェア業および情報処理サービス業を追加。

昭和61年３月 東京出張所の廃止、名古屋工場の土地・建物・紡績設備の一部を売却する。

昭和63年11月 通商産業省システム・インテグレータ第一次登録企業となる。

平成元年３月 高級綿コーマ糸をインドＲａｊａ社より輸入開始。

平成２年３月 綿100％超極細糸300番手試紡成功する。

平成８年２月 名古屋工場の操業を休止し、紡績糸生産を全量、外注委託化。

平成８年５月 ユニー株式会社と大規模店舗開発協定締結。

平成８年６月 事業目的に不動産の賃貸および管理を追加。

平成９年６月 本店を愛知県丹羽郡大口町に移転。

平成９年９月 名古屋工場建物等、解体撤去。

平成10年１月 アピタ大口店(敷地１万１千有余坪、営業面積７千１百有余坪)建設着工。

平成10年10月 アピタ大口店開店。不動産賃貸事業を開始する。

平成17年11月 資本金９億6,500万円に増資。

平成18年２月 資本金22億2,500万円に増資。株式会社アポロ・インベストメントより出資を受け連結子会社とな

る。

平成18年10月 資本金32億2,500万円に増資。株式会社グローバルコーポレーション(不動産事業)の株式を取得し、

完全子会社化とする。会社分割(新設分割)により、株式会社ドーコーボウ(繊維事業)および株式会社

同興システムズ(システム事業)に事業を承継。(連結子会社)

平成18年11月 大阪支店開設。

平成19年３月 商号を株式会社プロジェ・ホールディングスに変更。

平成19年５月 本店を現在地に移転。

平成19年９月 名古屋支店開設。

平成19年12月 同興ニット株式会社および株式会社同興システムズを吸収合併。 

平成20年１月 アピタ大口店を売却。 

平成20年２月 愛知県丹羽郡大口町の旧本店を解体撤去。
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、親会社１社及び連結子会社５社により構成されており、不動産のアレンジメント事業、シル

バー事業、ディベロップメント事業、売買、仲介、賃貸管理及び繊維製品の製造販売、アパレル事業を主たる業務として

おり、事業のセグメントとの関連は次のとおりであります。

①　不動産事業

　当社が、不動産のアレンジメント事業を行っております。また、株式会社グローバルコーポレーションが、シル

バー事業、ディベロップメント事業、売買、仲介、賃貸管理等を行っております。

②　繊維事業

  株式会社ドーコーボウが、紡績糸、織物生地等の製造・販売及びアパレル事業を行っております。

 　[事業系統図]

 　　 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

注１　株式会社グローバルコーポレーションには不動産事業を行う子会社として、株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ、有限責任中間法人ハーバーファンディング、合同会社ハーバーファンディング二号が含まれております。
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
 議決権被所有割合
(％)

(親会社)

ステラ・グループ㈱
大阪市中央区 6,062,518

出資または株式を取

得・所有することに

よる当該会社の支配

・管理

40.84

　(注)　１．有価証券報告書を提出しております。

２．当社の役員のうち３名はステラ・グループ株式会社の役員等であります。

　

名称 住所 資本金(千円) 主要な事業の内容
 議決権の所有割合
(％)

(連結子会社)

㈱グローバルコーポレー

ション

東京都港区 176,510 不動産事業 100

　㈱ドーコーボウ 大阪市中央区 100,000 繊維事業 100

　その他　３社 　  　  

　(注)　１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．㈱グローバルコーポレーション、㈱ドーコーボウはそれぞれ役員の兼任があります。

３．㈱グローバルコーポレーションに対し327,000千円、㈱ドーコーボウに対し50,000千円の融資を行っておりま

す。

　　　　４．㈱グローバルコーポレーション、㈱ドーコーボウより管理契約に基づく管理料を受けております。

 　　　 ５. ㈱グローバルコーポレーションは、事業の種類別セグメントの不動産事業の売上高に占める割合が100分の90を

超えております。

 　　　 ６. ㈱ドーコーボウは、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えており

ます。

 　　　　　　 主要な損益情報等　　(1) 売上高　　　1,061,304千円

 　　　　　　　　　　　　　　　　 (2) 経常損失　　　 78,028千円

 　　　　　　　　　　　　　　　　 (3) 当期純損失　　 80,973千円

 　　　　　　　　　　　　　　　　 (4) 純資産額　　　244,454千円　

 　　　　　　　　　　　　　　　　 (5) 総資産額　　　499,745千円
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５【従業員の状況】

(1)連結会社における状況

　 平成20年２月29日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

繊維事業
15

(3)

不動産事業 34

全社(共通) 6

合計
55

(3)

　(注)　１．従業員数は就業人員であり、パート従業員および人材派遣会社からの派遣社員は(　)内に外数で記載しておりま

す。

　　　　２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもので

あります。

３．従業員数が、前連結会計年度末に比べ９名減少したのは、本社機能の東京移転に伴い、人員体制を見直しした

ためです。

(2）提出会社の状況

　 平成20年２月29日現在

従業員数（名） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

8 　43才２カ月 　４年７カ月 4,612

　(注)　１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３. 従業員数が前事業年度末に比べ５名減少したのは、本社機能の東京移転に伴い、人員体制を見直ししたためで

す。

(3)労働組合の状況

　労働組合との間に特筆すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、前半においては企業業績の回復による設備投資や輸出の増加、雇用情勢の

改善等により、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら後半は、原油価格高騰の長期化、米国に

おけるサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の悪化、株価の下落など、景気の先行きに対する不

透明感が増大してまいりました。

 　　　 当社グループが主体とする不動産業界におきましては、一連の耐震偽装問題を受けて施行された改正建築基準法の

影響による新設住宅着工件数の減少や、サブプライムローン問題を原因とする不動産融資の引き締め等が大きな影

響を与えました。

 　　　 不動産経済研究所(東京・新宿)が発表した平成20年２月のマンション市場動向によると、首都圏の新規販売戸数は前

年同月比28.0％減の3,460戸、近畿圏も同34.4％減の2,226戸となりました。売れ行きを示す契約率はいずれも好不調

の目安である70％を割り込み、60％台前半止まりとなり、用地の仕入れコストや建築価格の上昇分を販売価格に転

嫁した結果、昨年来の消費者の買い控えが一段と鮮明になっております。

　このような状況下、当社グループは期初から進めてまいりました旧同興紡績株式会社から株式会社プロジェ・

ホールディングスとしての新体制の移行をほぼ完了し、内部管理体制の構築やグループ各社の業務の見直しなども

含め、上場企業として必要かつ十分な組織作りに注力してまいりました。また、並行して新規事業の準備を行い、繊

維部門ではアパレル事業、不動産部門ではシルバー事業及びディベロップメント事業をスタートいたしました。

　しかし一方で、不動産事業において数物件の引渡し時期が大幅にずれ込んでしまったこと、および株式会社グロー

バルコーポレーションに係るのれん一括償却による特別損失の発生、さらに本社移転や人員削減による追加退職

金、旧本社の解体費用など、臨時的かつ一時的な費用の発生等の理由により、当連結会計年度における業績は、売上

高39億３千３百万円(前期比18億３千９百万円減少)、営業損失２億１千５百万円(前期比８億１千９百万円減少)、経

常損失２億８千９百万円(前期比７億９千２百万円減少)、当期純損失24億５千９百万円(前期比27億４千８百万円減

少)となりました。

　　　　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　不動産事業につきましては、これまで同様、様々なクライアント様のニーズに対応すべく、不動産を媒体とした提

案型のコンサルティング業務を行ってまいりました。しかしながら、先述のとおり数物件の引渡し時期が大幅にず

れ込んでしまったことにより、減収減益となりました。

　この結果、売上高は28億４千２百万円(前期比17億１千万円減少)、営業利益２億２千７百万円(前期比５億１千８百

万円減少)となりました。

 　　　 繊維事業につきましては、紡績糸、インド糸等は堅調に推移しましたが、加工糸は盛夏物素材が化合繊のトレンドに

向いたことで落ち込み、またテキスタイルについても同様の理由で、当社主力の天然素材が落ち込みました。加えて

新規に立ち上げたアパレル事業への先行投資もあり、減収減益となりました。

 　　   この結果、売上高は10億６千１百万円(前期比６千４百万円減少)、営業損失１千３百万円(前期比８千６百万円減少)

となりました。

 　　　 システム事業につきましては、当連結会計年度内において事業停止いたしました。

　この結果、売上高は２千９百万円(前期比６千４百万円減少)、営業損失４千８百万円(前期比３千７百万円減少)とな

りました。

(2)キャッシュ・フロー

 　　　 当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ４億６千３百万円減少し、当連結会計年度末

には15億１千８百万円となりました。

 　　   当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 　　　 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

 　　　　 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、25億９千１百万円の支出となり、前年同期と比べ

４億６千１百万円の支出増加となりました。これは主に法人税等の支払額の増加によるものであります。

 　　　 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

 　　　　 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、16億７千８百万円の収入となり、前年同期と比べ

て33億５千１百万円の増加となりました。これは主に、賃貸不動産であるアピタ大口店の売却に伴う収入による

ものであります。

 　　　 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　　　　　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、４億５千４百万円の収入となり、前年同期と比べて

17億８百万円の減少となりました。これは前期に株式発行による収入がありましたが、当期は無かったことによ

ります。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

繊維事業 138,469 △22.6

システム事業 38,875 △58.4

合計 177,344 △65.2

　(注)　１．金額は製造原価によっております。

２．繊維事業はニットの一部を除き外注により生産を行っております。

３．上表の金額は消費税等抜きであり、以下外注加工費実績、製品仕入実績、受注実績、販売実績の各金額も同様

であります。

(2)外注の状況

　当社グループの繊維事業については、糸加工、編立加工、染色加工等を外注に依存しており、当連結会計年度の外注

加工費は、125,690千円であります。

(3)製品仕入実績

　当連結会計年度における製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

繊維事業 738,167 4.3

システム事業 15,208 83.7

合計 753,375 5.3

(4)受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメン
トの名称

受注高(千円) 前連結会計年度比(％) 受注残高(千円) 前連結会計年度比(％) 

システム事業 11,369 △90.4 0 －

不動産事業 2,088,433 △52.3 0 －

合計 2,099,802 △53.3 0 －

(5)販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前連結会計年度比(％)

繊維事業 1,061,304 △5.7

システム事業 29,689 △68.5

不動産事業 2,842,340 △37.5

合計 3,933,334 △31.7

　(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

 　　　２．最近２連結会計年度の主な相手先の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであ

ります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

りんかい日産建設株式会社 － － 682,740 17.4

ユニー株式会社 362,737 6.3 361,674 9.2

ケーストーン株式会社 2,827,734 49.0 ― ―
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相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

三菱商事株式会社 73,377 1.3 67,393 1.7
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３【対処すべき課題】

　当社グループが主体とする不動産業界におきましては、改正建築基準法に伴う建築確認業務の厳格化により、新築住

宅着工数が大幅に減少しました。一方地価上昇および原材料費の高騰等の影響により住宅価格が上昇した結果、消費

者の購買意欲の減退による買い控えが鮮明になっております。またサブプライムローン問題の影響による不動産に対

する融資の引き締めにより、新たな物件を仕入れることができず、建築確認業務の厳格化と併せて、資金繰りのために

手持ちの在庫物件を投げ売らざるを得ないケースが続出しております。その結果、郊外部エリアでは市場価格が下落

し、顧客獲得競争の激化に繋がっております。

　　このような環境下、当社グループといたしましては、特に下記の内容を重要課題として取り組んでいます。

 　 (1) 資金調達力の強化

　　  当社グループが今般新たに開始するシルバー事業とディベロップメント事業におきましては、用地の取得から建

物の建築までを行うため、建物完成後に土地・建物をファンド等に売却するまでの資金負担が生じます。今後は

資金調達の多様化・安定化に努めるとともに、不動産アレンジメント事業等によりキャッシュ・フローを確保す

ることで、財務基盤の安定化を図ってまいります。　

　　(2) 人材の採用・育成

　　  今後当社グループが事業を断続的に推進・拡大していくためには、優秀な人材の確保が非常に重要であります。

介護業界、不動産業界、アパレル業界、金融業界等の専門的な知識を有する人材の確保および、社内外における教

育制度の充実等に取り組んでまいります。

 　　 (3) 株式会社の支配に関する基本方針について

　　　　　現在、当社の株主構成は、親会社であるステラ・グループ株式会社及び当社取締役田中大輔の２名で発行済株　

　　　　式総数の60％超を保有しており、現時点では具体的な方針及び買収防衛策等は導入しておりませんが、株式会社

　　　　の支配に関する基本方針の策定は重要な事項と認識しており、継続的に検討を行ってまいります。 
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

(1)事業に関する法的規制

  当社グループが主体とする不動産業界におきましては、「宅地建物取引業」「建築基準法」「都市計画法」等の

法的規制を受けております。また、当社グループ各社におきましては、「宅地建物取引業者」をはじめ、「金融商品取

引業者(第二種金融商品取引業)」「一般不動産投資顧問業者」「貸金業者」の登録を受けております。

 　　　当社グループは、これらに係る法律を遵守しておりますが、今後法令等の改正または新たな規制によって、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

(2)経済環境の変化による影響について

  当社グループが主体とする不動産業界は一般的に、景気動向、金利動向、地価動向、税制等の影響を受けておりま

す。したがってこのような経済環境に大幅な変化が生じた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

(3)資金調達に係るリスクについて

  当社グループが今般新たに開始するシルバー事業とディベロップメント事業におきましては、用地の取得から建

物の建築までを行うため、建物完成後に土地・建物をファンド等に売却するまでの資金負担が生じます。今後の利益

計画を達成するためには、金融機関からの借入をはじめ、多額の資金調達を行うことが必要となります。

　　　 それゆえ、 金融機関との良好な関係が維持できず、代替の資金調達ができなかった場合には、当社グループの利益計

画が達成できない可能性があります。

(4)物件の引渡し時期に係るリスクについて

  当社グループの不動産におきましては、売買契約を締結した時点ではなく、物件の引渡しを行った時点で売上計上

を行っております。そのため、物件の引渡しの時期により、当社グループの業績に変動が生じる可能性があります。

(5)在庫リスクについて

 　　　① 繊維事業の在庫リスク(ドーコーボウ)

  ・インド糸　…　在庫は100％ドーコーボウのリスクですが、一時的な在庫は発生する可能性はありますが、短期的

に変化の少ない商品性のため、随時販売していくことが可能であり、不良在庫になる可能性は低いと考えられ

ます。

　　　　・テキスタイル　…　基本的に販売先からのオーダー制であり、在庫リスクは少ないですが、販売先からのキャンセル、

製品の不具合等が発生した場合、在庫が生じる可能性があります。 

 　　　② 不動産事業の在庫リスク(プロジェ・ホールディングス、グローバルコーポレーション)

 　　　 ・アレンジメント事業　…　案件に応じて、出資、共同事業、アレンジャーなど様々な形で対応しますが、一時的に当社

グループにおいて対象不動産を購入(保有)するケースもあります。すべての取引において、様々な調査を行い、

リスクを最小限に抑えるよう努めておりますが、予想がつかない瑕疵が発生した場合など、プロジェクトの進

行が遅延した場合、在庫が滞留し、業績に影響を与える可能性があります。

　　　　・シルバー事業　…　用地取得の段階からオペレーター、不動産ファンドと三者間で検討を進めることで、在庫が発生

するリスクを最小限に抑えるよう努めておりますが、予想がつかない瑕疵が発生した場合やオペレーター、不

動産ファンド側に予測不能な事態が生じた場合、在庫が滞留し、業績に影響を与える可能性があります。 

　　　　・ディベロップメント事業　…　用地取得の段階から不動産ファンドとの二者間で検討をすすめることで、在庫が発生

するリスクを最小限に抑えるよう努めておりますが、予想がつかない瑕疵が発生した場合や不動産ファンド側

に予測不能な事態が生じた場合、在庫が滞留し、業績に影響を与える可能性があります。

(6)訴訟の可能性について

  当連結会計年度におきまして、当社グループの業績等に影響を及ぼす訴訟は提起されておりません。しかしなが

ら、当社グループが開発、施工、販売等を行う不動産物件について、瑕疵、土壌汚染を起因として、訴訟その他の請求が

発生する可能性があります。、これら訴訟その他の請求の内容および結果によっては、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。
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(7)人材の育成・確保について

  当社グループが主体とする不動産事業においては、案件の対象となる不動産の法的規制・権利関係の調査、取引事

例等のマーケティング調査、周辺環境の調査、近隣対策などの特殊的な技能が要求される場合があります。当社グ

ループは組織的に蓄積したノウハウをもって従業員の能力を向上させるとともに、社外で催される講習会等による

不動産関係の知識の習得、また外部から優秀な人材を確保することで、人材の育成・確保を図ってまいります。しか

しながら、これらの人材の育成・確保が十分にできない場合には、当社グループの業績および今後の事業展開に影響

を及ぼす可能性があります。

(8)特定の取引先への依存について

  当社グループの繊維事業の売上の一部は、海外の特定の協力工場に生産を依存している紡績糸であります。した

がって、政情不安等の事情により生産が停止した場合、業績に影響を与える可能性があります。

 　 (9) 外注先への依存について

 　　　 当社グループの繊維事業は、染色加工等を外注先に依存しています。そのため、外注先に予測不能な事態が生じた場

合、生産に支障をきたし、業績に影響を与える可能性があります。

   (10) 為替レート変動のリスクについて 

 　　　 当社グループの繊維事業の一部については、輸出入取引を行っています。このため、為替レートの急激な変動があっ

た場合、業績に影響を与える可能性があります。

 　(11) 国内株式市況について

　　　　当社グループの投資において、株式市況等の市場変化により、当社グループが保有する上場会社の株価が変動し、当社

グループの業績に影響を与える可能性があります。 

　

５【経営上の重要な契約等】

　　　当社は、平成19年10月24日開催の取締役会において、当社の完全子会社である同興ニット株式会社及び株式会社同興シ

ステムズを吸収合併する決議を行い、同年12月１日に吸収合併を行いました。

 　　 詳細は「第５経理の状況　１連結財務諸表等の注記事項(企業結合等関係)」に記載のとおりであります。

　

６【研究開発活動】

　特記事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。

　当社は資産の評価等に関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積もり及び判断を

行い、その結果を資産、負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して財務諸表を作成しておりますが、実際の結

果は見積もり特有の不確実性があるため、これらの見積もりと異なる場合があります。

　

(2)当連結会計年度の経営成績の分析

 当連結会計年度において当社グループは、期初から進めてまいりました旧同興紡績株式会社から株式会社プロ

ジェ・ホールディングスとしての新体制の移行をほぼ完了し、内部管理体制の構築やグループ各社の業務の見直し

なども含め、上場企業として必要かつ十分な組織作りに注力してまいりました。また、並行して新規事業の準備を行

い、繊維部門ではアパレル事業、不動産部門ではシルバー事業及びディベロップメント事業をスタートいたしまし

た。

 しかし一方で、不動産事業において数物件の引渡し時期が大幅にずれ込んでしまったこと、および株式会社グロー

バルコーポレーションに係るのれん一括償却による特別損失の発生、さらに本社移転や人員削減による追加退職

金、旧本社の解体費用など、臨時的かつ一時的な費用の発生等の理由により、当連結会計年度における経営成績は、

売上高39億３千３百万円(前期比18億３千９百万円減少)、営業損失２億１千５百万円(前期比８億１千９百万円減少

)、経常損失２億８千９百万円(前期比７億９千２百万円減少)、当期純損失24億５千９百万円(前期比27億４千８百万

円減少)となりました。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

 　　　 当社グループが主体とする不動産業界を取り巻く事業環境は、一連の耐震偽装問題を受けて施行された改正建築基

準法の影響による新設住宅着工件数の減少や、サブプライムローン問題を原因とする不動産融資の引き締め等が大

きな影響を与えました。

 　　　 不動産経済研究所(東京・新宿)が発表した平成20年２月のマンション市場動向によると、首都圏の新規販売戸数は前

年同月比28.0％減の3,460戸、近畿圏も同34.4％減の2,226戸となりました。売れ行きを示す契約率はいずれも好不調

の目安である70％を割り込み、60％台前半止まりとなり、用地の仕入れコストや建築価格の上昇分を販売価格に転

嫁した結果、昨年来の消費者の買い控えが一段と鮮明になっております。

   このように、当社グループが主体とする不動産業界は一般的に、景気動向、金利動向、地価動向、税制等の影　

 響を受けております。したがってこのような経済環境に大幅な変化が生じた場合には、当社グループの業績に影響

 を与える可能性があります。

　 その他、経営成績に重要な影響を与える可能性のある要因については、「第２事業の状況  ４事業等のリスク」に

記載のものがあります。

(4)経営戦略の現状と見通し

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、「第２事業の状況  ３対処すべき課題」にて記載の

内容を重点課題として、取り組んでまいります。

　

 　 (5)資本の財源および資金の流動性についての分析

 　　　　「第２事業の状況  １業績等の概要 (２)キャッシュ・フロー」に記載のとおりであります。

　

 　 (6)経営者の問題認識と今後の方針について

 　　　 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

　　　りますが、昨年来の不動産業界を取り巻くビジネス環境の変化に鑑みますと、今後もさらに厳しさを増すことが予

　　　想されます。

　　　　このような環境下において、当社グループといたしましては、保有不動産物件の早期売却を進めるなど、手元キ

　　　ャッシュフローの改善を図る一方、新たな事業展開を含めた経営の多角化を進め、将来の収益基盤の形成を行って

　　　いく予定であります。

　　　　繊維事業につきましては、急速な発展は厳しいものの、業績は比較的底堅く推移しているため、新規事業である

　　　アパレル事業の今後の本格的な展開により、収益性の向上を図っていくものです。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、当連結会計年度において、当社および株式会社グローバルコーポレーションの本社移転費用を中

心に５千７百万円の設備投資を実施しました。　

 　　 なお、当連結会計年度において、旧本社事務所（愛知県丹羽郡大口町）の滅失、および賃貸用不動産アピタ大口店の売

却を実施しました。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1)提出会社
　 平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

建物及び構
築物

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社

(東京都港区)
管理業務 － 9,655 － 299 9,954 6

大阪支店

(大阪市中央区)
不動産事業 － 294 － － 294 1

名古屋支店 

（名古屋市中区）
不動産事業 － － － － － 1

 　 (2)国内子会社

 　　 ①株式会社グローバルコーポレーション　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年２月29日現在　

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
　 従業

員数
(名)建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

その他 合計

本社

(東京都港区)

管理業務及び不

動産事業
－ 21,088 － 4,871 25,960 19

丸ノ内支店

(東京都港区)
不動産事業 － 20,659 － 3,960 24,878 6

名古屋支店

(名古屋市中区)
不動産事業 － 5,946 160 1,836 7,943 4

福岡支店

(福岡市博多区)

不動産事業

　
－ 172 － 1,325 1,498 3

　　　②株式会社ドーコーボウ　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　平成20年２月29日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

その他 合計

本社

(大阪市中央区)

管理業務及び繊

維事業
－ 1,739 1,421 1,283 4,444 15(3)

  (注)従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案しております。設備計画は原則

的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たっては会議において提出会社を中心に調整を図ってお

ります。

 　   なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修、除売却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数　㈱

普通株式 53,200,000

計 53,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

(株)
(平成20年２月29日)

提出日現在発行数
(株)

(平成20年５月29日)

上場金融商品取引所名　
　又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,300,000 35,300,000

名古屋証券取引所

(市場第二部)

大阪証券取引所

(市場第二部)

－

計 35,300,000 35,300,000 － －

　(注)　提出日現在の発行数には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(２)【新株予約権等の状況】

 旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　①平成18年１月12日臨時株主総会決議に基づく第１回新株予約権

　
事業年度末現在 

(平成20年２月29日) 
提出日の前月末現在 
 (平成20年４月30日)

新株予約権の数 (個) 3,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 3,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 210  同左 

新株予約権の行使期間
 平成18年４月27日から

 平成27年４月26日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　210　

 資本組入額　　105
 同左 

新株予約権の行使の条件

 各新株予約権の行使に

当たっては、一部行使は

できないものとする。　

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡につ

いては、取締役会の承認

を要する。

 同左 

代用払込みに関する事項  　　　　 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項           － － 

 (注) １. 目的となる株式数の調整　

　　　　　3,000,000株(新株予約権１個につき1,000株)

  　　　　①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

　　　　　　ただし、かかる調整は新株予約権のうち該当時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

　　　　　　ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。　　　　　　　

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　　②当社が組織再編を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

 　　 ２. 行使時の払込金額の調整

　　　　　新株予約権１個につき金210,000円(１株当たり210円)

  　　　　①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果生じる

円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 

　

  　　　　②当社が組織編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上げるもの

とする。

  　　　　③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約権の行使

により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調整の結果生

じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、自己株式とし

て保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

　 　 　 　 　 　   新発行・
 ×

1株あたりの発行

　 　 　 　 　

＋

処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×

既発行

株式数
新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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②平成18年１月12日臨時株主総会決議に基づく第３回新株予約権

　 事業年度末現在 
(平成20年２月29日) 

提出日の前月末現在 
 (平成20年４月30日)

新株予約権の数 (個) 676 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) －  　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 676,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 664  同左 

新株予約権の行使期間
 平成20年１月27日から

 平成28年１月27日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　664　

 資本組入額　　332
 同左 

新株予約権の行使の条件  (注)　１　  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権の譲渡につ

いては、取締役会の承認

を要する。

 同左 

代用払込みに関する事項  　　　　　－  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－ －

 (注) １. ①新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時においても、当社ま

たは当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退

任、定年退職または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。　

  　　　　②新株予約権の譲渡、質入及びその他の処分及び相続は認めない。　

 　　 ２. 目的となる株式数の調整　

　　　　　676,000株(新株予約権１個につき1,000株)

 　　　　 ①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　　②当社が組織再編を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

 　　 ３. 行使時の払込金額の調整

　　　　　新株予約権１個につき金664,000円(１株当たり664円)

  　　　　①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果生じる

円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 
　

  　　　　②当社が組織編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上げるもの

とする。

  　　　　③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約権の行使

により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調整の結果生

じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、自己株式とし

て保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

　 　 　 　 　 　 　新発行・
 ×

1株あたりの発行

　 　 　 　 　

＋

処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×

既発行

株式数
新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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 　　　　 ③平成18年１月12日　臨時株主総会決議に基づく第２回新株予約権

　
事業年度末現在 

(平成20年２月29日) 
提出日の前月末現在 
 (平成20年４月30日)

新株予約権の数 (個) 3,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 3,000,000 　

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 369 同左 

新株予約権の行使期間
 平成18年10月14日から

 平成21年４月26日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　394

 資本組入額　　197
 同左 

新株予約権の行使の条件

 各新株予約権の行使に

当たっては、一部行使は

できないものとする。　

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権の譲渡につ

いては、取締役会の承認

を要する。

 同左 

代用払込みに関する事項            －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項            － －

 (注) １.  目的となる株式数の調整　

           3,000,000株(新株予約権１個につき1,000株)

 　　　　 ①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　　②当社が組織再編を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

 　　 ２. 行使時の払込金額の調整

　　　　　新株予約権１個につき金 369,000円(１株当たり369円)

  　　　　①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果生じる

円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 

　

  　　　　②当社が組織編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上げるもの

とする。

  　　　　③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約権の行使

により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調整の結果生

じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、自己株式とし

て保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

　 　 　 　 　 　 　新発行・
 ×

1株あたりの発行

　 　 　 　 　

＋

処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×

既発行

株式数
新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

④平成19年５月30日臨時株主総会決議に基づく第４回新株予約権

　 事業年度末現在 
(平成20年２月29日) 

提出日の前月末現在 
 (平成20年４月30日)

新株予約権の数 (個) 50 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) －  　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 50,000 40,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 201  同左 

新株予約権の行使期間
 平成21年６月１日から

 平成25年５月31日まで
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 (円)

 発行価格　　　201　

 資本組入額　　101
 同左 

新株予約権の行使の条件  (注)　１　  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権の譲渡につ

いては、取締役会の承認

を要する。

 同左 

代用払込みに関する事項  　　　　　－  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　　　　　－ －

 (注) １. 　新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを条件とする。ただし、任期満了による退任、

定年退職または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りではない。　

 　　 ２. 目的となる株式数の調整　

　　　　　50,000株(新株予約権１個につき1,000株)

 　　　　 ①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

  　　　　②当社が組織再編を行う場合、目的たる株式の数を調整することができる。

 　　 ３. 行使時の払込金額の調整

　　　　　新株予約権１個につき金201,000円(１株当たり201円)

  　　　　①当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整の結果生じる

円未満の端数は切り上げるものとする。

 調整後払込金額＝調整前払込金額　×
 １

分割または併合の比率 
　

  　　　　②当社が組織編成を行う場合、払込価額を調整することができ、調整の結果生じる円未満の端数は切り上げるもの

とする。

  　　　　③新株予約権発行日以降、時価を下回る払込価額で普通株式を新たに発行または自己株式の処分(新株予約権の行使

により新株式を発行する場合を除く)する場合、次の算式により１株当たり払込価額を調整し、調整の結果生

じる円未満の端数は切り上げるものとする。なお、次の算数において、「既発行株式数」には、自己株式とし

て保有する当社普通株式の数は含まないものとする。

　 　 　 　 　 　 　新発行・
 ×

1株あたりの発行

　 　 　 　 　

＋

処分株式数 ・処分価額

 調整後
 ＝
 調整前

 ×

既発行

株式数
新発行・処分前の時価 

行使価額 行使価額 既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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(３)【ライツプランの内容】

 　　　　　該当事項はありません。

　

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

発行済株式
総数残高

(千株)

資本金増減
額(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額

(千円)

資本準備金
残高

(千円)

平成17年11月25日 (注１)　 2,500 13,300 425,000 965,000 425,000 426,296

平成18年２月８日 (注２) 12,000 25,300 1,260,000 2,225,000 1,260,000 1,686,296

平成18年10月31日 (注３) 10,000 35,300 1,000,000 3,225,000 1,000,000 2,686,296

平成18年12月26日 (注４) － 35,300 － 3,225,000 △2,000,000 686,296

　(注)  １．第三者割当

主な割当先　グレートステップ・インベストメンツ・リミテッド他４社

発行価格　340円　 資本組入額　170円

２．第三者割当

　　割当先　株式会社アポロ・インベストメント(現ステラ・グループ株式会社)

　　発行価格　210円　 資本組入額　105円

３．第三者割当

　　主な割当先　田中大輔他

　　発行価格　200円　 資本組入額　100円

 　　　 ４. 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

　

(５)【所有者別状況】
　 平成20年２月29日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満株
式の状況

(株)政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 5 19 29 10 1 1,861 1,925 －

所有株式数

(単元)
－ 319 259 15,153 2,397 10 17,062 35,200 100,000

所有株式数の

割合(％)
－ 0.91 0.73 43.05 6.81 0.03 48.47 100.0 －

　（注）１．自己株式59,149株は「個人その他」に59単元及び「単元未満株式の状況」に149株を含めて記載しておりま

す。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が７単元含まれております。

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

 21/104



(６)【大株主の状況】

　 平成20年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

ステラ・グループ株式会社 大阪市中央区瓦町１－６－10 14,351 40.65

田中　大輔 東京都港区 7,500 21.24

コメルツバンクサウスイース

トアジアリミテッド 

(常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室) 

SG 8 SHENTON WAY, HEX 36

01 TEMASEK TOWER SINGPORE 068811 

 (東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,251 3.54

江藤　鉄男 東京都港区 750 2.12

エスアイエスセガインターセ

トルエージー 

(常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行決済事業部)

 CH BASLERSTRASSE 100,

 CH- 4600 OLTEN SWITZERLAND

 (東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

725 2.05

矢川　弘文 福岡県福岡市中央区 318  0.90

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 271 0.76

鈴木　正利  静岡県浜松市東区 243 0.68

イーエフジーバンク 

(常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行決済事業部)

CH 24,QUAI DU SEUJET CP 2391 1

211 GENEVE 2  SWITZERLAND

 (東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

203 0.57

土山　彬 福岡県久留米市 199 0.56

計 － 25,811 73.12

　（注）株式会社アポロ・インベストメントは、平成19年６月１日にステラ・グループ株式会社へ商号変更しております。
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(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　    59,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　35,141,000 35,141 －

単元未満株式 普通株式　   100,000 － －

発行済株式総数            35,300,000 － －

総株主の議決権 － 35,141 －

　(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社プロジェ

・ホールディング

ス 

 東京都港区愛宕

２丁目５番１号
59,000 － 59,000 0.16

計 － 59,000 － 59,000 0.16
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(８)【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行

する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

　

（平成18年１月12日臨時株主総会決議）　

　　　　　旧商法に基づき、当社または当社子会社の取締役、監査役、従業員に対して付与することを平成18年１月12日の臨時

株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成18年１月12日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員

54名

新株予約権の目的となる株式の種類

「(2)新株予約権等の状況 ②平成18年１月12日臨時株主

総会決議に基づく第３回新株予約権」に記載しており

ます。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成19年５月30日臨時株主総会決議）　

　　　　　会社法に基づき、当社子会社の取締役、従業員に対して付与することを平成19年５月30の臨時株主総会において決議

されたものであります。

決議年月日 平成19年５月30日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社子会社の取締役及び従業員

34名

新株予約権の目的となる株式の種類

「(2)新株予約権等の状況 ②平成19年５月30日臨時株主

総会決議に基づく第４回新株予約権」に記載しており

ます。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

(１)【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

(２)【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　　該当事項はありません。

(３)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 5,275 685,475

当期間における取得自己株式 100 7,200

 　(注) 当期間における取得自己株式には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

 　 (４)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額
(円) 株式数(株) 処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

(―)
－ － － －

保有自己株式数 59,149 － 59,249 －

 　(注) 当期間における保有自己株式数には、平成20年５月１日からこの有価証券報告書提出までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

３【配当政策】

　当社は、株主に対する配当額の決定を重要政策のひとつとして認識し、企業基盤の強化ならびに将来の事業展開のた

めの内部留保や収益見通しなどを勘案しながら、可能な限り安定的な成果の配分を行うことを、配当政策の基本方針

としています。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としています。

 　　 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会です。

　当事業年度については、中間配当は行いませんでしたが、１株当たり５円の期末配当を行うことを決定しました。

　内部保留資金につきましては、経営体質の充実、ならびに将来の事業展開に役立てる予定です。

 　　 当社は取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めています。な

お、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額

 　　　　　　　(千円)

１株当たり配当額

 　　　　　　　　(円)

　　　　　平成20年５月28日　　

 　　　　 定時株主総会決議
176,204 5
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４【株価の推移】

(１)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第82期 第83期 第84期 第85期 第86期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年２月 平成20年２月

最高(円) 212 410 800 485 263

最低(円) 147 184 310 166 69

　（注）１．最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

２．第85期は、決算期変更により平成18年４月１日から平成19年２月28日までの11ヶ月間となっている。

(２)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別  平成19年９月 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月

最高(円) 110 133 115 101 90 95

最低(円) 73 89 71 75 69 71

　(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

 取締役社長

(代表取締役)
　 森田　宏文 昭和44年７月６日生 

平成４年４月 株式会社東海銀行(現東京三菱UFJ銀

行)入社

11年１月 INAひまわり生命保険株式会社(現損

保ジャパンひまわり生命保険)入社

 　 12年５月 アリコジャパン 入社

12年12月 フューチャークリエイト株式会社(現

TRNコーポレーション)入社

15年３月 同社　取締役

16年５月 同社　監査役

17年10月 同社　管理本部部長

18年３月 株式会社グローバルコーポレーショ

ン　監査役

株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ　監査役

株式会社グローバルコミュニティ　監

査役

19年５月 当社　取締役

19年５月 株式会社グローバルコーポレーショ

ン　取締役(現任)

19年５月 株式会社グローバルアセットマネー

ジャー　取締役(現任)

20年４月 当社　代表取締役社長(現任)

20年５月 ステラ・グループ株式会社　取締役

(現任)

株式会社ドーコーボウ　取締役(現任)

(注)２ －

 取締役 　 　田中　大輔　 昭和39年９月４日生 

昭和61年11月 みくに産業株式会社入社

63年４月 三友産業株式会社　代表取締役

平成 ６年１月株式会社アーバンライフ　取締役

10年８月 株式会社マックスプランニング　代表

取締役社長

11年12月 グローバル住宅産業株式会社　代表取

締役社長

13年４月 グローバル建設株式会社(現 株式会

社グローバルコーポレーション)　代

表取締役社長

17年５月 株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ　代表取締役社長

17年７月 株式会社グローバルコミュニティ　代

表取締役社長

18年３月 株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ　取締役会長

18年３月 株式会社グローバルコミュニティ　取

締役会長

18年11月 当社　取締役

19年５月 当社　代表取締役社長

20年４月 当社　代表取締役会長

(注)２ 7,500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 　 古川　善健 昭和39年８月31日生

昭和62年４月 東洋信託銀行株式会社(現三菱UFJ信

託銀行株式会社)入社

平成11年12月 株式会社おりこんダイレクトデジタ

ル(現オリコン株式会社)入社　管理部

長

12年６月 同社　取締役管理本部長

14年６月 同社　執行役員社長室長兼人事総務本

部長

17年４月 株式会社アドバンスト・メディア入

社　経理財務部長

19年４月 株式会社アポロ・インベストメント

(現 ステラ・グループ株式会社)入社

　財務部長

19年５月 当社　取締役(現任)

19年６月 株式会社オーエー・システム・プラ

ザ　取締役(現任)

20年５月 ステラ・グループ株式会社　代表取締

役社長(現任)

(注)２ －

取締役 　 竹内　章 昭和25年８月24日生

昭和46年８月 大阪商船三井船舶株式会社 入社

　　51年５月 株式会社 マイホームセンター入社

平成２年１月株式会社ハウジングシーマ入社

16年６月 株式会社リビングコーポレーション

入社

19年12月 株式会社グローバルコーポレーショ

ン入社　営業本部長

20年５月 当社入社　営業本部長(現任)

当社　取締役(現任)

(注)３ －

取締役 　 清永　信朗 昭和42年６月17日生

平成２年４月 東京システム運輸株式会社入社

　　14年２月 株式会社テレマーケティングジャパ

ン入社

　　16年９月 店舗流通ネット株式会社(現ＴＲＮ

コーポレーション株式会社)入社

 　 18年１月 株式会社テレウェイヴ入社

    19年８月 当社入社　財務経理部長（現任）

    20年５月 当社　取締役(現任)

株式会社ドーコーボウ　取締役(現任)

(注)３ －

取締役 　 坂本　鐵雄　 昭和35年１月31日生

昭和58年４月 富士通株式会社入社

平成３年６月 共同石油株式会社入社

13年１月 株式会社エブリディ・ドット・コム

入社

16年７月 株式会社Immortalare　取締役

19年７月 当社　管理本部長(現任)

20年４月 株式会社グローバルコーポレーショ

ン　取締役(現任)

20年５月 当社　取締役(現任)

(注)３ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 　 上野　孝一 昭和37年３月８日生

昭和57年４月 小沢コンクリート株式会社入社

平成３年４月 日本エー・エム・ピー株式会社入社

11年11月 ナカミチ株式会社入社

14年８月 物産パッケージサービス株式会社入

社

18年１月 株式会社アポロ・インベストメント

(現 ステラ・グループ株式会社)入社

　財務経理部長

18年７月 同社　執行役員財務経理部長

18年11月 当社　取締役

19年９月 ステラ・グループ株式会社　経理部長

19年11月 同社　取締役

20年４月 株式会社グローバルコーポレーショ

ン　取締役(現任)

20年５月 当社　取締役(現任)

株式会社オーエー・システム・プラ

ザ　取締役(現任)

ステラ・グループ株式会社　常務取締

役(現任)

(注)３ －

取締役 　 町田　英彦 昭和37年３月１日生

昭和55年５月 株式会社ユニオン電気商会(現 株式

会社ディスクユニオン)入社

平成６年３月 株式会社大阪有線放送社(現 株式会

社USEN)入社

14年７月 株式会社日本ローカル・エリア・

ネットワーク協会入社

19年７月 ステラ・グループ株式会社入社

20年５月 当社　取締役(現任)

(注)３ －

監査役 　 林　　豊和  昭和31年12月３日生

昭和54年４月 日本コーケン株式会社入社

 　 57年８月 生駒水産株式会社入社

60年４月 同社　取締役

平成18年５月 株式会社アポロ・インベストメント

(現 株式会社ステラ・グループ)関係

会社管理部

 　 18年11月 当社　監査役(現任)

 　 19年５月 ステラ・グループ株式会社　監査役

(現任)

(注)４ －

監査役 　 稲吉　康司 昭和８年４月５日生

昭和27年４月 株式会社協和銀行(現 株式会社りそ

な銀行)入行

 　 58年８月 株式会社ライフランド　取締役

 平成14年３月 フューチャークリエイト株式会社(現

 TRNコーポレーション株式会社)　監

査役

平成15年３月 株式会社ワイズテーブルコーポレー

ション　監査役

20年５月 当社　監査役(現任)

(注)５ －

監査役 　 熊　隼人 昭和38年６月９日生

平成５年10月 司法試験合格

 　 ６年４月 司法研修所入所(第48期司法研修生)

 　　８年３月 弁護士登録(第一東京弁護士会所属)

山﨑法律事務所勤務

　　９年４月 第一東京弁護士会法律相談委員会委

員

　　18年11月 熊隼人法律事務所開業

20年５月 当社　監査役(現任)

(注)５ －

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計  

　（注）１．監査役林豊和、稲吉康司及び熊隼人は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
２. 平成19年５月30日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　 ３. 平成20年５月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
 　　　 ４. 平成18年11月22日開催の臨時株主総会の終結の時から４年間
 　　　 ５. 平成20年５月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、経営理念として遵法精神と株主統治原則の徹底を掲げ、企業規模に促した組織運営と経営執行に努めてお

ります。

その具現は、経営内容の透明性の進展、情報開示の適時適正の徹底、取締役会での意思決定、並びに、経営会議での業

務執行事案の審議を充分つくし、監査役会機能の強化を図ることと考えております。

(１)会社の基幹の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会の開催に合わせ監査役会も開催され、取締役の業務執行監視の徹

底を図る体制を実施しております。 平成20年２月29日現在、監査役３名の内、２名の社外監査役を擁してガバナ

ンスの浸透を実現しております。

さらに、取締役の意思決定、業務執行に対する相互の監督の徹底のため、社内情報共有、共用をさらに進め、実会

議体の開催のほか、ＩＴ技術による電子会議等の採用により情報格差を縮め、経営成果の向上を更に進めており

ます。

企業集団として６０名有余の小規模であることにより、株主支配の現況認識、企業倫理、法令遵守の徹底、意思

決定の迅速さはある面優位と言えますので、先のＩＴ技術を駆使しつつ、さらなる充実を図っております。

　

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況　　

当社は、適正な財務諸表の作成、法規の遵守、会社資産の保全、事業活動の効率的な遂行を目的とし、会社法第

362条第４項第６号「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社

の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省で定める体制の整備」に基づき、代表取締役社長が遵守

すべき基本方針を明らかにするとともに、会社法第100条「業務の適正を確保するための体制」に定める同シス

テムの体制整備に必要とされる各条項に関する基本方針を定めております。　　

平成20年２月29日現在、当社の内部統制については、経営管理・業務管理・コンプライアンス・リスク管理・

内部監査等、代表取締役社長直轄部署である内部統制室が中心となり各部署にて実施しておりますが、今後外部

のコンサルティング会社からの指導を受けながら、J-SOX法対応レベルの内部統制システムの構築を進めてまい

ります。　　　　　

　

③内部監査及び監査役監査の状況

監査役は取締役会や経営会議、営業会議等重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、これら

重要な会議に出席するとともに、業務執行に関する重要な決裁書類等を閲覧し、必要に応じて取締役または使用

人にその説明を求めるなどして、違法性の有無について監査しております。併せて会計監査人との意見交換を行

い、監査の実効性と効率性の向上を目指しています。また、内部監査については、内部統制上必要時に諸法令等の

合目、合法の調査を行うこととしており、必要に応じて監査役及び会計監査人であります監査法人と連携し、その

業務を遂行しております。

　

④会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、藤井幸雄氏、橋口貢一氏の２名であり、フロンティア監査法人に

所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他９名から構成されております。

　

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

平成20年２月29日現在、社外取締役は０名、社外監査役は２名であります。社外監査役林豊和氏は当社の親会社

であるステラ・グループ株式会社の監査役を、同じく社外監査役吉田傑氏は吉田会計事務所の所長をそれぞれ兼

務しており、親会社からの派遣及び外部の税理士による監査機能の強化を目的としております。林、吉田両氏とも

株式会社の監査に関する高い識見を有していることから、当社の社外監査役として職務を適切に遂行できるもの

と考えております。
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(２)リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理については、会社規則で定めるとともに、各関係部門で担当取締役を定め、適切な管理体制の

構築・運営を図っております。また、不足の事態が生じたリスクへの対応については、代表取締役社長指揮下の対

応責任者となる取締役を定め、迅速な対応と損害の拡大を防止する体制を整備してまいります。

　

(３)役員報酬の内容

当社の社内取締役に対する報酬は、当該人員７名に対し19,780千円であります。また、当社の監査役に対する報

酬は、当該人員３名に対し、7,050千円であります。

　

(４)監査報酬の内容

当社のフロンティア監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づ

く報酬の内容は、監査契約に基づく監査証明に係る報酬22,200千円であります。

なお、金額には消費税等は含んでおりません。

(５)責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役が、その期待される役割を十分に発揮でき

るようにすることを目的とするものです。

  当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間に、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができるようになっております。

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

　

　 （６）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議要件について、株主総会の円滑な運営と目的と

して、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨、定款に定めております。

　

　 （７）取締役会で決議できる株主総会決議事項

①自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して資本政策を機動的に遂行することを可能とす

るため、会社法第165条第２項の定めに基づき、取締役会決議をもって市場取引等により自己株式を取得すること

ができる旨を定款で定めております。　

②剰余金の配当

 　　　　 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

　　　　き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を　

　　　　取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

 　（８）取締役の定数

 　　　　 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めてあります。

　

　 （９）取締役の選任及び解任の決議要件

 　　　　 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株　　

　　　　主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めてあります。

　

　 （１０）取締役の任期

　　　　　当社は、取締役の任期について、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

　　　　終結の時までとする旨を定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

 　　　 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年２月28日まで)の連

結財務諸表及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年２月28日まで)の財務諸表についてはあずさ監査法人に

より監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度(平成19年３月１日から

平成20年２月29日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成19年３月１日から平成20年２月29日まで)の財務諸表に

ついてはフロンティア監査法人により監査を受けております。

 　　   なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

 　　　 前連結会計年度及び前事業年度　　あずさ監査法人

 　　　 当連結会計年度及び当事業年度　　フロンティア監査法人

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

 32/104



１【連結財務諸表等】

(１)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年２月28日)
当連結会計年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※３  2,082,891   1,648,914  

２．受取手形及び売掛金 　  439,360   334,145  

３．有価証券 　  10,004   －  

４．たな卸資産 ※３  1,982,606   3,551,795  

５. 不動産共同事業出資金 　  915,000   1,345,000  

６．繰延税金資産 　  50,677   －  

７. 役員短期貸付金 　  －   267,000  

８．その他 　  419,674   699,396  

      貸倒引当金 　  △22,497   △922,158  

流動資産合計 　  5,877,716 45.5  6,924,093 93.5

Ⅱ　固定資産 　       

(1)有形固定資産 ※1,3       

１．建物及び構築物 　  2,362,622   59,555  

２．機械装置及び運搬具 　  4,058   1,581  

３．土地 ※２  3,019,362   2,576  

４．その他 　  31,583   15,418  

有形固定資産合計 　  5,417,627 42.0  79,132 1.1

(2)無形固定資産 　       

  １.のれん 　  1,224,721   －  

  ２.その他 　  15,514   19,796  

    無形固定資産合計 　  1,240,236 9.6  19,796 0.3

(3)投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  76,062   137,469  

２．長期性預金 　  120,000   120,000  

３．その他 　  182,215   121,515  

      貸倒引当金 　  △18,285   △455  

 投資その他の資産合計 　  359,993 2.8  378,530 5.1

固定資産合計 　  7,017,856 54.4  477,459 6.5

Ⅲ　繰延資産 　       

１. 株式交付費 　  14,209   5,513  

繰延資産合計 　  14,209 0.1  5,513 0.1

資産合計 　  12,909,782 100.0  7,407,066 100.0
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前連結会計年度

(平成19年２月28日)
当連結会計年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 ※３  338,883   235,088  

２．短期借入金 ※３  434,890   1,250,000  

３．一年内償還社債 ※３  70,000   30,000  

４．未払法人税等 　  309,909   8,701  

５．未払消費税等 　  7,149   122,102  

６．賞与引当金 　  18,500   3,906  

７．違約金損失引当金 　  －   105,371  

８．その他 　  97,210   89,535  

流動負債合計 　  1,276,542 9.9  1,844,704 24.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  30,000   －  

２．長期借入金 ※３  106,760   －  

３．繰延税金負債 　  147   893,753  

４．土地再評価に係る繰延
税金負債

※２  1,071,707   419  

５．退職給付引当金 　  61,341   8,213  

６．長期預り金 ※３  3,055,122   1,082  

固定負債合計 　  4,325,078 33.5  903,468 12.2

負債合計 　  5,601,621 43.4  2,748,172 37.1
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前連結会計年度

(平成19年２月28日)
当連結会計年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(純資産の部) 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金   3,225,000 25.0  3,225,000 43.6

２．資本剰余金 　  2,120,002 16.4  1,943,771 26.2

３．利益剰余金 　  290,115 2.3  △575,645 △7.8

４．自己株式   △9,536 △0.1  △10,222 △0.1

株主資本合計 　  5,625,580 43.6  4,582,904 61.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △8,043 △0.1  △742 △0.0

２．土地再評価差額金 ※２  1,615,623 12.5  611 0.0

評価・換算差額等合計 　  1,607,580 12.4  △131 △0.0

Ⅲ　新株予約権 　  75,000 0.6  76,121 1.0

純資産合計 　  7,308,161 56.6  4,658,893 62.9

負債純資産合計 　  12,909,782 100.0  7,407,066 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  5,772,996 100.0  3,933,334 100.0

Ⅱ　売上原価 　  4,492,438 77.8  2,820,918 71.7

売上総利益 　  1,280,557 22.2  1,112,416 28.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  676,933 11.7  1,328,317 33.8

営業利益又は営業損失(△) 　  603,623 10.5  △215,901 △5.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 2,875   7,565   

２. 受取配当金 　 3,499   253   

３. 為替差益 　 521   －   

４．その他 　 3,264 10,160 0.1 3,765 11,583 0.3

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 15,856   30,087   

２．借入保証料 　 2,155   －   

３. 株式交付費償却 　 6,073   8,695   

４. 有価証券運用損 　 28,249   －   

５．製品評価損 　 4,701   28,344   

６. 支払手数料 　 52,142   10,000   

７．その他 　 1,544 110,724 1.9 8,212 85,339 2.2

経常利益又は経常損失(△) 　  503,060 8.7  △289,658 △7.4

Ⅵ　特別利益 　       

 １. 固定資産売却益 ※２ 7,736   8,276   

 ２. 貸倒引当金戻入額 　 17,242 24,978 0.4 2,601 10,878 0.3

Ⅶ　特別損失 　       

１．減損損失 ※３ 1,232   1,096,924   

２．固定資産処分損 ※４ 96   51,665   

３．貸倒引当金繰入額 　 －   874,567   

４. その他 　 － 1,328 0.0 301,035 2,324,193 59.1

税金等調整前当期純利益又は税
金等調整前当期純損失(△) 　  526,710 9.1  △2,602,973 △66.2

法人税、住民税及び事業税 　 271,451   2,022   

法人税等調整額 　 △34,338 237,113 4.1 △145,990 △143,967 3.7

当期純利益又は当期純損失(△) 　  289,597 5.0  △2,459,005 △62.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高(千円) 2,225,000 1,686,296 △561,145 △9,029 3,341,120

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 1,000,000 1,000,000   2,000,000

当期純利益   289,597  289,597

自己株式の取得    △506 △506

剰余金の内訳科目間の振替  △566,293 566,293  －

減損による土地再評価差額金の
増減

  △4,630  △4,630

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

    －

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

1,000,000 433,706 851,260 △506 2,284,460

平成19年２月28日　残高(千円) 3,225,000 2,120,002 290,115 △9,536 5,625,580

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高(千円) 268 1,610,992 1,611,261 － 4,952,381

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     2,000,000

当期純利益     289,597

自己株式の取得     △506

剰余金の内訳科目間の振替     －

減損による土地再評価差額金の
増減

    △4,630

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

△8,311 4,630 △3,680 75,000 71,319

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△8,311 4,630 △3,680 75,000 2,355,779

平成19年２月28日　残高(千円) △8,043 1,615,623 1,607,580 75,000 7,308,161

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日　残高(千円) 3,225,000 2,120,002 290,115 △9,536 5,625,580

連結会計年度中の変動額      

資本剰余金の配当  △176,230   △176,230

当期純損失   △2,459,005  △2,459,005

自己株式の取得    △685 △685

土地再評価差額金取崩額   1,593,244  1,593,244

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

    －

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

－ △176,230 △865,760 △685 △1,042,676

平成20年２月29日　残高(千円) 3,225,000 1,943,771 △575,645 △10,222 4,582,904

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

平成19年２月28日　残高(千円) △8,043 1,615,623 1,607,580 75,000 7,308,161
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

土地再評価差額金
評価・換算差額等合
計

連結会計年度中の変動額      

資本剰余金の配当     △176,230

当期純損失     △2,459,005

自己株式の取得     △685

土地再評価差額金取崩額     1,593,244

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

7,300 △1,615,012 △1,607,711 1,121 △1,606,590

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

7,300 △1,615,012 △1,607,711 1,121 △2,649,267

平成20年２月29日　残高(千円) △742 611 △131 76,121 4,658,893
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１．税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失(△)

　 526,710 △2,602,973

２．減価償却費 　 112,289 111,215

３．減損損失 　 1,232 1,096,924

４．有価証券運用損 　 28,249 －

５. のれん償却額 　 53,824 127,797

６．貸倒引当金の増減額 　 4,002 900,107

７．退職給付引当金の増減
額

　 △35,601 △53,127

８．受取利息及び受取配当
金

　 △6,374 △7,818

９．支払利息 　 15,856 30,087

10. 支払手数料 　 52,142 10,000

11. 有形固定資産売却益 　 △7,736 △8,276

12．有形固定資産除却損 　 － 51,579

13. 売上債権の増減額 　 58,121 102,698

14．たな卸資産の増減額 　 △1,744,444 △1,598,523

15．仕入債務の増減額 　 32,362 △56,002

16. 不動産共同事業出資金の
増減額

　 △915,000 △430,000

17．未払消費税等の増減額 　 △12,146 112,230

18．その他 　 △216,598 38,265

小計 　 △2,053,109 △2,175,642

19．利息及び配当金の受取
額

　 6,377 7,570

20．利息の支払額 　 △16,806 △30,901

21. 法人税等の還付額 　 19,513 －

22．法人税等の支払額 　 △86,195 △392,341

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △2,130,220 △2,591,314
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１．定期預金の預入による
支出

　 △100,000 △130,000

２．定期預金の払戻による
収入

　 53,600 100,000

３. 有形固定資産の売却によ
る収入

　 15,310 5,240,475

４. 有形固定資産の除却によ
る支出 

　 － △210

５. 有価証券の増減額 　 31,861 10,000

６．有形固定資産の取得に
よる支出

　 △7,714 △39,405

７．無形固定資産の取得に
よる支出

　 △11,516 △18,402

８. 連結範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による
支出

※２ △1,552,617 －

９. 敷金保証金の回収による
収入

　 3,646 43,026

10. 敷金保証金の差入による
支出

　 △104,424 △3,085

11. 投資有価証券の取得によ
る支出 

　 － △204,030

12. 貸付による支出 　 － △267,000

13. 預り保証金の返済による
支出

　 － △3,052,666

14. その他 　 △505 31

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △1,672,359 1,678,733
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ
・フロー

　   

１．短期借入れによる収入 　 2,702,857 3,140,000

２．短期借入金の返済によ
る支出

　 △2,428,500 △2,270,500

３．長期借入金の返済によ
る支出

　 △120,769 △171,150

４．社債の償還による支出 　 △55,000 △70,000

５．株式の発行による収入 　 1,990,323 －

６. 新株予約権の発行による
収入

　 75,000 －

７．自己株式の取得による
支出

　 △506 △685

８．配当金の支払額 　 － △173,054

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 2,163,404 454,609

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

　 619 △6,004

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額(△は減少) 　 △1,638,555 △463,976

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

　 3,621,446 1,982,891

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

※１ 1,982,891 1,518,914
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１．連結の範囲に関する事項 　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　８社

連結子会社の名称

同興ニット株式会社

株式会社ドーコーボウ

株式会社同興システムズ

株式会社グローバルコーポレーション

株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ

有限責任中間法人ハーバーファンディ

ング

有限会社ハーバーファンディング

合同会社ハーバーファンディング二号

(連結の範囲の変更)

　株式会社ドーコーボウ及び株式会社

同興システムズは平成18年10月に当

社が新設分割により設立したため、連

結の範囲に含めております。

　株式会社グローバルコーポレーショ

ン及び同社の子会社４社（株式会社

グローバルアセットマネージャーズ、

有限責任中間法人ハーバーファン

ディング、有限会社ハーバーファン

ディング、合同会社ハーバーファン

ディング二号）は、平成18年10月に当

社が株式会社グローバルコーポレー

ションの株式を取得したことに伴い

連結の範囲に含めております。

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　５社

連結子会社の名称

株式会社ドーコーボウ

株式会社グローバルコーポレーショ

ン

株式会社グローバルアセットマネー

ジャーズ

有限責任中間法人ハーバーファン

ディング

合同会社ハーバーファンディング二

号 

 

(連結の範囲の変更)

　前連結会計年度において連結子会社

でありました有限会社ハーバーファ

インディングは、平成19年８月30日を

もって解散いたしましたが、みなし解

散日を当中間連結会計期間末（平成

19年８月31日）としているため、当該

会社の平成19年３月１日から解散日

までの損益について、連結財務諸表に

含めております。

　また、前連結会計年度において連結

子会社でありました同興ニット株式

会社及び株式会社同興システムズは、

平成19年12月１日をもって当社を存

続会社とする吸収合併により解散い

たしました。

２．持分法の適用に関する事項 　該当なし。 同左

３．連結決算日の変更に関する

事項 

  当社は、当社の親会社である株式会社ア

ポロ・インベストメントとの連結決算日

を統一するため、平成18年11月22日開催の

臨時株主総会において、決算期を従来の３

月31日から２月末日へ変更いたしました。

従って、当連結会計年度は平成18年４月１

日から平成19年２月28日までの11ヶ月決

算となっております。なお、当社の決算期

変更に伴い、当社の連結子会社同興ニット

株式会社は決算日を３月31日から２月末

日に変更しております。

──────
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

４．連結子会社の事業年度等に

関する事項

　連結子会社のうち、株式会社同興システ

ムズ及び株式会社ドーコーボウの決算日

は２月末日でありますが、当該連結子会社

については平成18年10月１日に新設され

たため５ヶ月決算となっております。

　連結子会社のうち、有限責任中間法人

ハーバーファンディングの決算日は12月

31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に発生した取引については連結上必

要な調整を行っております。

　なお、株式会社グローバルコーポレー

ション及び同社子会社４社は、平成18年10

月１日より連結対象としております。

　連結子会社のうち、有限責任中間法人

ハーバーファンディングの決算日は12月

31日であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては、同決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に発生した取引につ

いては連結上必要な調整を行っておりま

す。

５．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

　

 ①  有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法

　

 ①　有価証券

満期保有目的の債券 

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しており

ます。)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 　 　

 ②　たな卸資産

 販売用不動産

個別法による原価法

 製品、仕掛品、貯蔵品

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

 販売用不動産

同左

 製品、仕掛品、貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、

ショッピングセンター用建物、構築物等

については、定額法を採用しておりま

す。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　８年～47年

機械装置及び運搬具　２年～10年

ショッピングセンター用

建物及び構築物　　　８年～50年

①　有形固定資産

    平成19年４月１日以降取得の資産

 　　 法人税法の規定による定率法

ただし、建物(建物付属設備を除く)

については法人税法の規定による定

額法

    平成19年３月31日以前取得の資産

 　　 法人税法の規定による旧定率法

ただし、平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得の建物(建物

付属設備を除く)については、法人税

法の規定による旧定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　８年～47年

　　機械装置及び運搬具　２年～10年

(会計方針の変更)

 　 当連結会計年度より、法人税法の改正

(「所得税法等の一部を改正する法律　平

成19年３月30日法律第６号」及び「法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19

年３月30日政令第83号」)に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産

の減価償却の方法については、改正後の法

人税法に基づく方法に変更しております。

これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。また、セグメント情報に与える影響

も軽微であります。

 
②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づいて

おります。

②　無形固定資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(3) 重要な繰延資産の処理方

法

　株式交付費は株式交付のときから３年間

にわたり定額法により償却しております。

　株式交付費は株式交付のときから３年間

にわたり定額法により償却しております。

 (繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い)

  当連結会計年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会計基

準委員会 平成18年８月11日 実務対応報

告第19号)を適用しております。

  これにより、当連結会計年度計上分より

３年間にわたる定額法による償却方法に

変更しております。なお、前連結会計年度

まで繰延資産の内訳として表示していた

「新株発行費」は、当連結会計年度より

「株式交付費」として表示する方法に変

更し、３年間にわたる均等償却を行ってお

ります。  

 

   前連結会計年度において営業外費用の

内訳として表示していた「新株発行費償

却」は、当連結会計年度より「株式交付費

償却」として表示する方法に変更してお

ります。

  これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

 

(4) 重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案して、必要

と認められる額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与に充てるため夏期実際支

給予定額のうち当連結会計年度負担分

を見積計上しております。

②　賞与引当金

同左 

 ③　退職給付引当金

連結財務諸表提出会社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

 ④　　　　　──────　　　　　 

　

④　違約金損失引当金 

　将来発生する可能性のある売買契約違

約損失に備えるため、当連結会計年度末

に必要と見込まれる損失発生見込額を計

上しております。 
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(5) 重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

   

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左

６．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

７．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

　のれんの償却については、10年間の定額

法により償却を行っております。ただし、

金額の僅少なものについては、発生年度に

一括償却しております。 

同左

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 　(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針８号　

平成17年12月9日)を適用しております。

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は

7,233,161千円であります。

──────

 

 　(企業結合に係る会計基準等)

 　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27

日　企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会　最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適

用指針第10号)を適用しております。

──────

　

　 (売上高計上方法の変更)

　従来、紡績糸の販売代行取引の売上高計上方法につい

ては、ユーザーへの販売金額を売上高に、その仕入原価

を売上原価に計上する方法で会計処理を行っておりま

したが、販売価額と仕入価額の差額を販売手数料として

決済する取引実態を勘案し、純額表示の方がより取引実

態を明瞭に表示できると判断した結果、当連結会計年度

より販売手数料相当額を売上高に計上する方法に変更

しました。この変更により従来の方法によった場合に比

べ、売上高及び売上原価がそれぞれ198,640千円減少して

おりますが、売上総利益に与える影響はありません。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

　

──────
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(連結損益計算書) 　　　

 　(1)連結損益計算書の営業外収益の「受取配当金」は、当連

結会計年度の計上額が営業外収益の総額の100分の10を

超えているため、独立科目として区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の受取配当金は51千円であり、こ

れは前連結会計年度の連結損益計算書においては、営業

外収益のその他に含めております。

 　(2)連結損益計算書の営業外収益の「仕入割引」(当連結会

計年度は825千円)は、営業外収益の総額の100分の10以下

となったため、営業外収益のその他に含めて表示してお

ります。

 　(3)連結損益計算書の営業外費用の「有価証券運用損」は、

当連結会計年度の計上額が営業外費用の総額の100分の

10を超えているため、独立科目として区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の有価証券運用損は1,682千円であ

り、これは前連結会計年度の連結損益計算書においては、

営業外費用のその他に含めております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

 　(1)前連結会計年度まで営業キャッシュ・フローの「その

他」に含めておりました「有形固定資産除却損」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

しております。

　なお、前連結会計年度の「有形固定資産除却損」の金

額は、96千円であります。

 

 

追加情報

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 　 システム事業のソフト制作費は、従来発生時に販売費

及び一般管理費で処理しておりましたが、重要性が増し

たため、当連結会計年度から売上原価に計上することと

しました。これにより、従来の方法によった場合に比べ、

売上原価は41,677千円増加し、販売費及び一般管理費が

43,876千円減少し、その結果、営業利益、経常利益、税金等

調整前当期純利益がそれぞれ2,199千円増加しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

　　

 (ストック・オプション等に関する会計基準等)

　当連結会計年度から「ストック・オプション等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第８号)及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正平

成18年５月31日　企業会計基準適用指針第11号)を適用し

ております。

  これに伴う損益への影響は軽微であります。また、セグ

メント情報に与える影響も軽微であります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,117,826千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 74,905千円

※２　事業用の土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する

法律(平成10年３月31日公布法律第34号)及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律(平成11

年３月31日公布法律第24号)に基づき、自己資本の充

実を図るため、事業用の土地の再評価を行い、再評

価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差

額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。

※２　事業用の土地の再評価

　連結財務諸表提出会社は、土地の再評価に関する

法律(平成10年３月31日公布法律第34号)及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律(平成11

年３月31日公布法律第24号)に基づき、自己資本の充

実を図るため、事業用の土地の再評価を行い、再評

価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差

額金を純資産の部にそれぞれ計上しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令 (平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基

本通達により算出しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法

第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するための財産評価基本

通達により算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

△806,112千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

17千円
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※３　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

※３　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

(1)工場財団 (1)根抵当権

担保資産 　　

土地 2,692,142 千円

（計) (2,692,142)　

担保資産 　 　

たな卸資産(販売用

不動産)

1,585,473 千円

(計)  (1,585,473)　

同上に対する債務 　 　

短期借入金 1,050,000 千円

(計) 　(1,050,000)　

(2)共同根抵当権

担保資産 　 　

建物 2,180,860 千円

土地 324,643 　

(計) (2,505,504)　

同上に対する債務 　 　

長期借入金

(一年内返済を含む)

171,150 千円

仕入債務 95,159 　

長期預り金 3,051,666 　

(計) (3,317,975)　

(3)根抵当権

担保資産 　 　

たな卸資産(販売用

不動産)

　　351,634 千円

(計) (351,634)　

(2)質権

担保資産 　 　

定期預金 130,000 千円

(計) (130,000)　

同上に対する債務 　 　

仕入債務 60,424 千円

一年内償還社債 30,000 　

(計) (90,424)　

 

 

同上に対する債務 　 　

短期借入金 300,000 千円

(計) (300,000)　

 

(4)質権  

担保資産 　 　

定期預金 100,000 千円

(計) (100,000)　

 

同上に対する債務 　 　

仕入債務 95,159 千円

(計) (95,159)　

 

４　　　　　　　　  ────── ４　 連結子会社(㈱グローバルコーポレーション)におい

ては、運転資金の効率的な調整を行うため銀行１行と

当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

  当座貸越極度額の総額 250,000 千円

借入実行残高 200,000 千円

 差引額 50,000 千円

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

 50/104



(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬  87,753 千円

給料及び手当 147,633 　

賞与引当金繰入額 12,300 　

貸倒引当金繰入額  2,249 　

役員報酬  182,938 千円

給料及び手当  202,741 　

管理諸費  182,562 　

貸倒引当金繰入額  25,000 　

 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 7,736 千円

 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 8,276 千円

※３　減損損失

　当社は、愛知県丹羽郡大口町及び名古屋市守山区の

遊休土地について減損損失を計上しました。

　当社グループは、事業の種類別によるグルーピング

を行いました。なお事業の用に直接供していない遊休

資産については個別に取り扱いました。

  市場価額が下落した遊休土地の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(1,232千円)

として特別損失に計上しました。

  なお、回収可能価額は重要性が乏しいため、路線価

を基にした正味売却価額により評価しております。

※３　減損損失

　当社グループは、当連結会計年度において以下のとお

り減損損失を計上いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産

 用途 種類 場所 

　その他 　のれん  －

(2) 減損損失の認識に至った経緯

 取得時に検討した事業計画において、当初想定してい

た収益が見込めなくなったことから減損損失を認識し

ております。当連結会計年度においてのれんの減損は、

特別損失に1,096,924千円を計上しております。

(3) 資産のグルーピングの方法

 減損会計の適用にあたって事業の種類別セグメント

を基準に概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小単位によって資産のグルーピングを行っておりま

す。

(4) 回収可能価額の算定方法

 回収可能価額の算定に当たっては、使用価値を零とし

て減損損失を測定しております。

※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

　 　 　 除却損 　

機械装置及び運搬具 　 　  96 千円

　 売却損 　 除却損 　 (計) 　

建物及び構築物 － 　 42,210 　 42,210 千円

機械装置及び運搬具 86 　 1,672 　 1,758 　

その他 － 　 7,696 　 7,696 　

　(計) (86)　 (51,579)　 (51,665)　

　５　売上原価に含まれている引当金繰入額 　５　　　　　　　　　──────

(1)製造原価 　 　

①賞与引当金繰入額 6,200 千円

②退職給付費用 1,280 千円 
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式　　　(注)１ 25,300 10,000 － 35,300

合計 25,300 10,000 － 35,300

自己株式     

普通株式　　　(注)２ 52 1 － 53

合計 52 1 － 53

(注)　１ 発行済株式の株式数の増加10,000千株は、新株の発行によるものであります。

　　  ２ 自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．新株予約権等に関する事項

区分 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株)
当連結会計
年度末残高

(千円)前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社 第２回新株予約権 普通株式 － 3,000 － 3,000 75,000

合計 　 － 3,000 － 3,000 75,000

(注)  目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しており

ます。

３．配当に関する事項

  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　決議  株式の種類  配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成19年５月30

日 定時株主総会
 普通株式  資本剰余金 176,230 5 平成19年２月28日 平成19年５月30日

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数(千株)

当連結会計年度増
加株式数(千株)

当連結会計年度減
少株式数(千株)

当連結会計年度末
株式数(千株)

発行済株式     

普通株式　　　 35,300 － － 35,300

合計 35,300 － － 35,300

自己株式     

普通株式　　　(注) 53 5 － 59

合計 53 5 － 59

(注)  自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　　  

　

２．新株予約権等に関する事項
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区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株)
当連結会計
年度末残高

(千円)前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

第２回新株予約権

(注１.２)
普通株式 3,000 － － 3,000 75,000

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － 1,121

合計  － 3,000 － － 3,000 76,121

(注)　１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載した

ものであります。

　２. 第２回の新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

　　　決議  株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成19年５月30

日 定時株主総会
 普通株式 176,230 5 平成19年２月28日 平成19年５月30日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　決議  株式の種類  配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年５月28

日 定時株主総会
 普通株式  資本剰余金 176,204 5 平成20年２月29日 平成20年５月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

　※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,082,891千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△100,000

 

現金及び現金同等物 1,982,891  

　

 　※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社　

の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出(純額)との関係は次のとおりで

あります。

(株)グローバルコーポレーション

(平成18年９月30日現在)

流動資産 813,982千円

固定資産 112,471 　

のれん 1,277,970 　

流動負債 △192,317 　

固定負債 △1,107  

(株)グローバルコーポレーショ

ン株式の取得価額

 

2,011,000

 

 

(株)グローバルコーポレーショ

ンの現金及び現金同等物

 

△458,382

 

 

差引：(株)グローバルコーポ

レーション取得のための支出 

 

1,552,617

 

 

   

現金及び預金勘定 1,648,914千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△130,000  

現金及び現金同等物 1,518,914  

　

 　※２　　　　　　　──────
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１．借手側

 (1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　

  　① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
 (千円)

減価償却累
計額相当額
 (千円)

期末残高
相当額
 (千円)

その他(工具器

具備品)
3,287 1,369 1,917

合計 3,287 1,369 1,917

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 658千円

１年超 1,342千円

合計 2,001千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当　

額

 支払リース料 304千円

 減価償却費相当額 273千円

 支払利息相当額 　　38千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

 　　　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法　　　

　　　　  リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

１．借手側

 (1)リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　

  　① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
 (千円)

減価償却累
計額相当額
 (千円)

期末残高
相当額
 (千円)

その他(工具器

具備品)
3,287 2,027 1,260

合計 3,287 2,027 1,260

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 687千円

１年超 655千円

合計 1,342千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当　

額

 支払リース料 730千円

 減価償却費相当額 657千円

 支払利息相当額 72千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

 　　　　 同左

⑤ 利息相当額の算定方法　　　

　　　　  同左

　

 (2)オペレ－ティング・リ－ス取引　

      未経過リース料

１年以内 2,210千円

１年超 4,975千円

合計 7,186千円

　

　

 (2)オペレ－ティング・リ－ス取引　

      未経過リース料

１年以内 2,520千円

１年超 2,730千円

合計 5,250千円

　

　

 ２．貸手側  

 (1)オペレ－ティング・リ－ス取引

　未経過リ－ス料

１年以内 395,714千円

１年超 254,235千円

合計 649,949千円

　

 ２． 　　　　　　　　──────
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年２月28日)

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表計上
額 (千円) 時価(千円) 差額(千円)

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

国債 10,004 9,974 △29

合計 10,004 9,974 △29

　（注）　上記の償還予定は平成19年12月であります。

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(千円) 連結貸借対照表計上
額(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 277 653 376

小計 277 653 376

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 78,704 70,432 △8,272

小計 78,704 70,432 △8,272

合計 78,981 71,085 △7,895

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券 　

　　非上場株式 4,977

当連結会計年度(平成20年２月29日)

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価(千円) 連結貸借対照表計上
額(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 61 257 196

小計 61 257 196

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 41,304 40,445 △859

 その他 91,760 91,760 －

  小計 133,064 132,205 △859

合計 133,125 132,462 △662

　　　　  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

27 ― 16

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券 　

　　非上場株式 5,007

 (注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について37,572千円、その他有価証券で時価のあるその

他について112,240千円の減損処理を行っております。

　なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年２月28日)　

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日)　

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

及び適格退職年金制度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 91,707千円

②　年金資産 30,366  

③　退職給付引当金 61,341  

①　退職給付債務 12,748千円

②　年金資産 4,535  

③　退職給付引当金 8,213  

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①　退職給付費用 3,541千円 ①　退職給付費用 42,637千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

会計基準変更時差異は移行初年度に全額処理し

ております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　　　　　　同左 
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年２月28日)

１. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1)ストック・オプションの内容

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　　４名

監査役　　　　　　　　　　　２名

従業員　　　　　　　　　　　48名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　1,000,000株

付与日 平成18年１月27日

権利確定条件

  新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役

または従業員の場合は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にある

ことを条件とする。ただし任期満了による退任、定年退職

または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合

は、この限りではない。

対象勤務期間 自平成18年１月27日　至平成20年１月26日 

権利行使期間 自平成20年１月27日　至平成28年１月27日 

 (注)株式数に換算して記載しております。

　ｂ.子会社

　
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　２名

従業員　　　　　16名

子会社取締役　　１名

子会社従業員　　３名　　　

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　3,112株

付与日 平成17年９月26日

権利確定条件

  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても

当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の

地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了によ

り当社または当社の子会社の取締役、監査役を退任した者、

当社または当社の子会社の従業員を定年退職した者、その

他正当な理由により取締役会がその権利行使を承認した場

合は、この限りではない。

対象勤務期間 自平成17年９月26日　至平成19年９月26日

権利行使期間 自平成19年９月27日　至平成27年９月26日

 (注)株式数に換算して記載しております。 
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 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度(平成19年２月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 1,000,000

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 1,000,000

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

 未行使残 －

　ｂ.子会社

　 平成17年　㈱グローバルコーポレーション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末(注) 2,859

付与 －

失効 11

権利確定 －

未確定残 2,848

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

 未行使残 －

 注)子会社の前連結会計年度末の株式数は連結子会社となった平成18年10月１日現在の残高を記載しております。

②単価情報

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

権利行使価格　(円) 664

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) －

　ｂ.子会社

　
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

権利行使価格　(円) 17,700

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) －

２. 自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1)　自社株式オプションの内容

 　　　　　　 提出会社
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　 平成18年 　第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数  田中大輔

株式の種類別のストック・オプションの数(注)  普通株式　3,000,000株

付与日  平成18年10月13日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

権利行使期間  自平成18年10月14日　至平成21年４月26日

 　(注)株式数に換算して記載しております。

 (2)　自社株式オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度(平成19年２月期)において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 ①自社株式オプションの数

 　　　　　　 提出会社

　 平成18年　第２回新株予約権

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 3,000,000

失効 －

権利確定 3,000,000

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 3,000,000

権利行使 －

失効 －

 未行使残 3,000,000

②単価情報

 　　　　　　 提出会社

　 平成18年　第２回新株予約権

権利行使価格　(円) 369

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) 59

 　　　(3)   当連結会計年度に付与された自社株式オプションの公正な評価単価の見積方法

　　　　　   第２回新株予約権の公正な評価単価の見積方法は、ブラック・ショールズ式に基づいております。

 　　　(4)　 株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　第２回新株予約権は、不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年９

月19日開催の取締役会議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略上の重要な支援者と

して付与したものであります。すなわち、当社の資本政策の一環として付与したものであるため、対価性はな

いものと判断しております。
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当連結会計年度(自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日)

 　　　　 １. ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

 　　　　　　 販売費及び一般管理費　　　1,121千円

 　　　　 ２. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1)ストック・オプションの内容

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　　　　　　　４名

監査役　　　　　　　　　　　２名

従業員　　　　　　　　　　　48名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　1,000,000株

付与日 平成18年１月27日

権利確定条件

  新株予約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役

または従業員の場合は、権利行使時においても、当社また

は当社子会社の取締役、監査役または従業員の地位にある

ことを条件とする。ただし任期満了による退任、定年退職

または当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合

は、この限りではない。

対象勤務期間 自平成18年１月27日　至平成20年１月26日 

権利行使期間 自平成20年１月27日　至平成28年１月27日 

 (注)株式数に換算して記載しております。

　 平成19年　第４回新株予約権

 会社名  提出会社

付与対象者の区分及び人数
当社の完全子会社の取締役　　　３名

当社の完全子会社の従業員　　　31名

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　52,000株

付与日 平成19年６月27日

権利確定条件
付与日(平成19年６月27日)以降、権利確定日(平成21年５月

31日)まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 自平成19年６月27日　至平成21年５月31日 

権利行使期間 自平成21年６月１日　至平成25年５月31日 

権利行使価格　(円) 201

付与日における公正な評価単価　(円) 65

 (注)株式数に換算して記載しております。
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　ｂ.子会社

　
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

付与対象者の区分及び人数

取締役　　　　　２名

従業員　　　　　16名

子会社取締役　　１名

子会社従業員　　３名　　　

株式の種類別のストック・オプションの数(注) 普通株式　3,112株

付与日 平成17年９月26日

権利確定条件

  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても

当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員の

地位にあることを要するものとする。ただし、任期満了によ

り当社または当社の子会社の取締役、監査役を退任した者、

当社または当社の子会社の従業員を定年退職した者、その

他正当な理由により取締役会がその権利行使を承認した場

合は、この限りではない。

対象勤務期間 自平成17年９月26日　至平成19年９月26日

権利行使期間 自平成19年９月27日　至平成27年９月26日

 (注)株式数に換算して記載しております。 

 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度(平成19年２月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 ①ストック・オプションの数

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 1,000,000

付与 －

失効 324,000

権利確定 676,000

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 676,000

権利行使 －

失効 －

 未行使残 676,000

　 平成19年　第４回新株予約権

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 52,000

失効 2,000

権利確定 －

未確定残 50,000

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 －

権利行使 －
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　 平成19年　第４回新株予約権

失効 －

 未行使残 －

　ｂ.子会社

　 平成17年　㈱グローバルコーポレーション

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 2,848

付与 －

失効 3

権利確定 2,845

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

権利確定 2,845

権利行使 －

失効 －

 未行使残 2,845
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②単価情報

 　　　　　 a.  提出会社

　 平成18年　第３回ストック・オプション

権利行使価格　(円) 664

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) －

　 平成19年　第４回新株予約権

権利行使価格　(円) 201

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) 65

　ｂ.子会社

　
平成17年

株式会社グローバルコーポレーション

権利行使価格　(円) 17,700

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) －

 (3) ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された平成19年第４回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

 ①　使用した評価技法　　　　ブラックショールズ式

 ②　主な基礎数値及び見積方法

　 平成19年　第４回新株予約権

 株価変動性　(注)１ 65.76％

 予想残存期間　(注)２ 3.929年

 予想配当　(注)３ ５円／株

 無リスク利子率　(注)４ 1.671％

 (注)１. １年間(平成18年６月27日から平成19年６月27日まで)の株価実績に基づき算定しております。

       ２. 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使されるも

のとして推定して見積もっております。

 　　　３. 平成19年２月期の配当実績によっております。

　　　 ４. 予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

 (4) ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。 

３. 自社株式オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1)　自社株式オプションの内容

 　　　　　　 提出会社

　 平成18年 　第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び人数  田中大輔

株式の種類別のストック・オプションの数(注)  普通株式　3,000,000株

付与日  平成18年10月13日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

権利行使期間  自平成18年10月14日　至平成21年４月26日

 　(注)株式数に換算して記載しております。

 (2)　自社株式オプションの規模及びその変動状況

 当連結会計年度(平成19年２月期)において存在した自社株式オプションを対象とし、自社株式オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

 ①自社株式オプションの数
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 　　　　　　 提出会社

　 平成18年　第２回新株予約権

権利確定前　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)  

前連結会計年度末 3,000,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

 未行使残 3,000,000

②単価情報

 　　　　　　 提出会社

　 平成18年　第２回新株予約権

権利行使価格　(円) 369

行使時平均株価　(円) －

付与日における公正な評価単価　(円) 59

 　　　(3)   当連結会計年度に付与された自社株式オプションの公正な評価単価の見積方法

　　　　　   第２回新株予約権の公正な評価単価の見積方法は、ブラック・ショールズ式に基づいております。

 　　　(4)　 株式オプションの付与に対価性がないと判断した根拠

　第２回新株予約権は、不動産事業投資の推進にあたり、同事業への支援・協力を期して、田中氏に平成18年９

月19日開催の取締役会議に基づく第三者割当増資の75％を割当てると同時に、経営戦略上の重要な支援者と

して付与したものであります。すなわち、当社の資本政策の一環として付与したものであるため、対価性はな

いものと判断しております。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成19年２月28日)

当連結会計年度
(平成20年２月29日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

　未払事業税 25,203 千円

　繰越欠損金 26,181 　

　退職給付引当金超過額 21,625  

　賞与引当金 6,154  

貸倒引当金損金算入限度超過

額

17,758  

　棚卸資産評価損 230,437  

　その他 19,357  

繰延税金資産小計 346,718  

評価性引当額 △293,327  

繰延税金資産合計 53,391  

　繰越欠損金 29,630 千円

　違約金損失引当金 42,875  

　賞与引当金 1,261  

貸倒引当金損金算入限度超過

額

375,737  

　棚卸資産評価損 249,510  

　その他 4,642  

繰延税金資産小計 703,657  

評価性引当額 △703,657  

繰延税金資産合計 0  

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 147 千円 その他有価証券評価差額金 79 千円

買換資産積立金 893,673 　

繰延税金負債合計 893,753 　

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(％)　　　

法定実効税率 39.88  

(調整)   

交際費等永久に損金に算入され

ない項目

0.77

　

 

住民税均等割 0.88  

のれん償却 4.08  

その他 △0.59  

 税効果会計適用後の法人税等

の負担率
45.02

 

   

　

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。

３.　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注

記事項の連結貸借対照表関係に記載しております。

３.　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注

記事項の連結貸借対照表関係に記載しております。
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(企業結合等関係)

 　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

 　該当事項はありません。

　

 　当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 　(共通支配下の取引等)

 １. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業内容、結合結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の

目的を含む取引の概要

 (1) 結合当事企業の名称及び事業の内容

 　　同興ニット株式会社　　　　繊維事業

 　　株式会社同興システムズ　　システム事業

 (2) 企業結合の法的形式

 　　当社を存続会社とする吸収合併方式で、同興ニット株式会社および株式会社同興システムズは解散いたしました。

 (3) 結合後企業の名称

 　　株式会社プロジェ・ホールディングス

 (4) 取引の目的を含む取引の概要

 　　当社グループにおける経営の効率化を図り、不採算部門を見直してトータルコストダウンを更に推進することによる

事業効率の改善を図るため、平成19年12月１日付にて同興ニット株式会社および株式会社同興システムズを吸収合併

いたしました。当社は同興ニット株式会社および株式会社同興システムズの発行済株式の全てを保有していることか

ら、合併に際しては新株式の発行および資本金の増加は行いません。また、合併交付金の支払は行いません。

 ２. 実施した会計処理の概要

 　　当該合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支配

下の取引として処理しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年２月28日)

　
繊維事業

(千円)
システム事
業(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

    (1)外部顧客に対する売上

高
1,125,787 94,305 4,552,903 5,772,996 － 5,772,996

    (2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 2,500 － 2,500 　(2,500) －

計 1,125,787 96,805 4,552,903 5,775,496 (2,500) 5,772,996

営業費用 1,052,454 108,371 3,807,792 4,968,618 200,753 5,169,372

営業利益又は営業損失(△) 73,333 △11,566 745,111 806,877 (203,253) 603,623

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 653,321 96,292 11,293,074 12,042,688 867,093 12,909,782

減価償却費 915 306 106,544 107,765 4,523 112,289

減損損失 － － － － 1,232 1,232

資本的支出 － 4,398 12,360 16,758 2,472 19,230

　(注)　１．事業区分の方法

 　　　　　 事業は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

２. 各区分に属する主要な製品

 　　　　　　繊維事業……………紡績糸、ニット、織物

 　　　　　　システム事業………コンピュータソフトウェア、ＯＡ機器

 　　　　　　不動産事業……不動産のコンサルティング、不動産の売買、仲介、賃貸

 　　　　　　「不動産賃貸事業」は当連結会計年度より「不動産事業」に変更しました。

これは当社が、不動産コンサルティングサービスを展開する株式会社グローバルコーポレーションを子

会社化したことにより、事業の種類別セグメントの区分の見直しを行ったものであります。すなわち、当

社が行っている「不動産賃貸事業」と株式会社グローバルコーポレーションの不動産コンサルティング

サービス事業を一体として「不動産事業」としたものであります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は203,451千円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は867,093千円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社での余資運用資金(預金)、及び管理部門に係る資産等であります。

５. 会計方針の変更

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な変更」に記載のとおり、当連結会計年度より繊維事業の

売上高の計上方法を一部変更しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、繊維事業の

売上高及び営業費用がそれぞれ198,640千円減少しておりますが、営業利益に与える影響はありません。 

６. 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度よりシステム事業のソフト制作費を売上原価で処理してお

ります。これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業費用が2,199千円減少し、営業利益が同額増加し

ております。  

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日)

　
繊維事業

(千円)
システム事
業(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上

高
1,061,304 29,689 2,842,340 3,933,334 － 3,933,334
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繊維事業

(千円)
システム事
業(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社(千円)

連結
(千円)

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 2,200 － 2,200 (2,200) －

計 1,061,304 31,889 2,842,340 3,935,534 (2,200) 3,933,334

営業費用 1,074,777 80,604 2,615,322 3,770,704 378,532 4,149,236

営業利益又は営業損失(△) △13,472 △48,715 227,018 164,830 (380,732) △215,901

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出
      

資産 503,119 － 5,318,918 5,822,037 1,585,028 7,407,066

減価償却費 1,850 1,340 103,325 106,517 4,697 111,215

減損損失 － － 1,096,924 1,096,924 － 1,096,924

資本的支出 16,281 2,923 26,937 46,142 11,110 57,252

　(注)　１．事業区分の方法

 　　　　　 事業は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

２. 各区分に属する主要な製品

 　　　　　 繊維事業……………紡績糸、ニット、織物

 　　　　　 システム事業………コンピュータソフトウェア、ＯＡ機器

 　　　　　 不動産事業…………不動産のコンサルティング、不動産の売買、仲介、賃貸

 　　　　　   「システム事業」は当社グループの不採算部門見直しにより、実質的な活動を停止しておりました株式会社同

興システムズが吸収合併により解散したため、解散日までの損益を「システム事業」として記載してお

ります。

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は378,532千円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,585,028千円であり、その主なものは連結財務

諸表提出会社での余資運用資金(預金)、及び管理部門に係る資産等であります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)及び当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平

成20年２月29日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)及び当連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平

成20年２月29日)

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

 69/104



【関連当事者との取引】

 　　　　 前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年２月28日)

(1)親会社及び法人主要株主等 　

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合

(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高

(千円)役員等の
兼任

事業上の関
係

親会社

株式会社
アポロ・
インベス
トメント

大阪市
中央区

5,292,518

小売・
リテ－
ル事業、
不動産
事業及
びITメ
ディア
事業等

(被所有)
直接　40.84

兼任６名
建物転貸借
契約等

増資の
割当

200,000 　－ －

　(注) １．当社が平成18年10月に行った第三者割当増資を株式会社アポロ・インベストメントが引受けたものであります。

(2)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員等の

兼任
事業上の
関係

 役員
田中大輔

(注)２
 　 －  　－

当社取

締役

(被所有)

直接21.34
 　－  　－

増資の割当

　　(注)３
1,500,000  　－  　－

第２回新株

予約権の付

与　(注)４

75,000
新株予約

権
75,000

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

ファース・

パートナー

ズ・グルー

プ株式会社

(注)５

東京都港区 50,000

公開企業

への財務

戦略支援

及びベン

チャ－企

業株式公

開・立上

げ支援等

なし 兼任 １名

経営支援

アドバイ

ス

  顧問料

　(注)1,6
1,600 －  －　

(注)　１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

　　２. 田中大輔は主要株主にも該当します。

　　　３．当社が平成18年10月31日に行った第三者割当増資を田中大輔が引受け、これによって田中大輔が主要株主になっ

たものであります。

　　　４. 平成18年９月19日開催の取締役会決議に基づき平成18年10月13日に付与したものであります。

 　　　　 なお、詳細については、(ストック・オプション等関係)に記載しております。

 　　 ５. 当社の代表取締役平山達大が議決権の73.0％を所有しております。

 　　 ６. 取引条件及び取引条件の決定方針等

 　　　　　 顧問料の支払いについては、ファースト・パートナーズ・グループ株式会社より提示された金額を基礎として毎

期交渉の上、決定しております。

 　　　　 当連結会計年度(自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日)

(1)役員及び個人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員等の

兼任
事業上の
関係

   役員
 田中大輔

（注)２
 　 －  　－

当社代表

取締役

（被所有）

直接21.34
 　－  　－

金銭の貸付

(注)３
267,000

役員短期

貸付金
　267,000

利息の受取

　(注)3,4
1,404 － －
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属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高
(千円)役員等の

兼任
事業上の
関係

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社等

ファース・

パートナー

ズ・グルー

プ株式会社

（注）５

東京都港区 50,000

公開企業

への財務

戦略支援

及びベン

チャー企

業株式公

開・立上

げ支援等

 なし なし

経営支援

アドバイ

ス

顧問料の支

払

　(注)1,6

14,560 　 － －

(注)  １．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

　　２. 田中大輔は主要株主にも該当します。

 　　 ３. 金銭の貸付および利息の受取は、当社の子会社であります㈱グローバルコーポレーションが実行しております。ま

た、平成20年３月付で㈱グローバルコーポレーションより40,000千円の追加貸付を実施し、平成20年４月末残高

は307,000千円であります。

 　　 ４．市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

 　　 ５．当社の前代表取締役平山達大が議決権の73.0％を所有しております。また、前代表取締役平山達大氏が平成19年10

月31日に代表取締役を辞任したため、関連当事者ではなくなりました。なお、上記金額は平成19年10月31日まで

のものを記載しております。

 　　 ６. 顧問料の支払については、ファースト・パートナーズ・グループ株式会社より提示された金額を基礎として交渉

の上、決定しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 205.22円

１株当たり当期純利益金額 10.03円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    　9.69円

１株当たり純資産額 130.04円

１株当たり当期純損失金額 69.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

(注)１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
　至　平成19年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成19年３月１日 
　至　平成20年２月29日)

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額(△)
  

 　当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 289,597 △2,459,005

 　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)　

(千円)
289,597 △2,459,005

 　期中平均株式数(株) 28,869,783 35,243,980

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 　　当期純利益調整額(千円) － －

 　普通株式増加数(株) 1,025,078 －

 　　(うち新株予約権) 　　　　　　　(1,025,078) 　　　　　　　　(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

 新株予約権２種類

 (新株予約権の数4,000個)

  新株予約権の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(２)新株予約権等の状況」に記

載の通りである。

 新株予約権４種類

 (新株予約権の数6,726個) 

　新株予約権の概要は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(２)新株予約権等の状況」に記

載の通りである。

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　　至　平成19年２月28日)

  該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年３月１日　　至　平成20年２月29日)

  該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社プロジェ・ホールディングス(E00532)

有価証券報告書

 72/104



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱プロジェ・ホ

－ルディングス

第２回無担保社債

（株式会社三井住友銀行保証付

および適格機関投資家限定）

平成15年

２月25日

（40,000）

40,000

（－）

－
0.50 無 － 

　

㈱プロジェ・ホ

－ルディングス

第３回無担保社債

（株式会社三井住友銀行保証付

および適格機関投資家限定）

平成16年

９月30日

（30,000）

60,000

（30,000）

－
0.70 無

平成20年

９月30日

合計 － －
（70,000）

100,000

（30,000）

－
－ － －

　(注)  １．(　 )内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内(千円) １年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

30,000 － － － －

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(千円)
当期末残高

(千円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 370,500 1,250,000 2.315 －

１年以内に返済予定の長期借入金 64,390 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) 106,760 － － －

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く) － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 541,650 1,250,000 － －

　（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(２)【その他】

①　決算日後の状況

　特記事項はありません。

　　　　②　訴訟

　　　　　　当社は、大阪市都島区在住のユキｆリングこと富田常夫に対し寄託済の仕掛品等の返還を求める訴訟を平成17年９

月29日に大阪地方裁判所宛提起し、現在係争中であります。
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２【財務諸表等】

(１)【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 ※２  407,466   1,276,746  

２．受取手形 　  209,064   －  

３．売掛金 　  3,600   3,600  

４. 有価証券　 　  10,004   －  

５．貯蔵品 　  1,102   －  

６．前払費用 　  2,891   2,657  

７．繰延税金資産 　  5,071   －  

８. 未収消費税等 　  836   395  

９. 関係会社短期貸付金 　  3,065,142   3,320,000  

10. 不動産共同事業出資金 　  －   300,000  

11. 前渡金 　  －   150,525  

12. 保証金 　  －   200,000  

13．その他 　  1,189   33,699  

　　　貸倒引当金 　  △75   △379,567  

流動資産合計 　  3,706,294 31.6  4,908,057 83.7

Ⅱ　固定資産 　       

(1)有形固定資産 ※1,2       

１．建物 　  2,217,846   9,949  

２．構築物 　  107,702   －  

３．工具・器具及び備品 　  8,781   299  

４．土地 ※３  3,019,362   2,576  

有形固定資産合計 　  5,353,693 45.7  12,825 0.2

(2)無形固定資産 　       

１．ソフトウェア 　  343   －  

２．電話加入権及び施設
利用権

　  12,109   －  

無形固定資産合計 　  12,453 0.1  － －
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前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(3)投資その他の資産 　       

１．投資有価証券 　  4,813   137,439  

２．関係会社株式 　  2,374,622   657,273  

３．関係会社長期貸付金 　  119,489   －  

４．出資金 　  762   730  

５．長期性預金 　  120,000   120,000  

６．破産更生債権等 　  15,890   －  

７. 長期前払費用 　  －   70  

８．その他 　  35,650   25,110  

　　　　貸倒引当金 　  △36,177   －  

投資その他の資産合計 　  2,635,051 22.5  940,624 16.0

  固定資産合計 　  8,001,197 68.3  953,449 16.2

Ⅲ　繰延資産 　       

１. 株式交付費 　  13,611   5,513  

  繰延資産合計 　  13,611 0.1  5,513 0.1

  資産合計 　  11,721,103 100.0  5,867,020 100.0
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前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  101   －  

２．買掛金 　  42,418   42,418  

３．短期借入金 　  70,500   －  

４．一年内返済の長期借入
金

※２  64,390   －  

５．一年内償還社債 　  70,000   30,000  

６．未払金 　  74,969   61,664  

７．未払費用 　  2,166   820  

８．未払法人税等 　  14,457   7,840  

９．未払消費税等 　  －   118,479  

10．前受金 　  34,624   －  

11．預り金 　  349   694  

12．賞与引当金 　  5,100   －  

13．その他 　  －   3,176  

流動負債合計 　  379,078 3.2  265,095 4.5

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  30,000   －  

２．長期借入金 ※２  106,760   －  

３．繰延税金負債 　  140   893,753  

４．土地再評価に係る繰延
税金負債

※３  1,071,707   419  

５．退職給付引当金 　  30,889   －  

６．長期預り金 ※２  3,052,666   1,000  

固定負債合計 　  4,292,163 36.7  895,173 15.3

負債合計 　  4,671,242 39.9  1,160,268 19.8
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前事業年度

(平成19年２月28日)
当事業年度

(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(純資産の部) 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  3,225,000 27.5  3,225,000 55.0

２．資本剰余金 　       

(1)資本準備金 　 686,296   686,296   

(2)その他資本剰余金 　 1,433,706   1,257,475   

資本剰余金合計 　  2,120,002 18.1  1,943,771 33.1

３．利益剰余金 　       

(1)利益準備金 　 135,000   135,000   

(2)その他利益剰余金 　       

配当平均積立金 　 50,000   50,000   

従業員保護資金 　 40,000   40,000   

買換資産積立金 　 －   1,302,624   

別途積立金 　 136,000   136,000   

繰越利益剰余金 　 △337,439   △2,191,412   

利益剰余金合計 　  23,560 0.2  △527,787 △9.0

４．自己株式   △9,536 △0.1  △10,222 △0.2

株主資本合計 　  5,359,025 45.7  4,630,762 78.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  212 0.0  △742 △0.0

２．土地再評価差額金 ※３  1,615,623 13.8  611 0.0

評価・換算差額等合計 　  1,615,835 13.8  △131 △0.0

Ⅲ　新株予約権 　  75,000 0.6  76,121 1.3

純資産合計 　  7,049,861 60.1  4,706,752 80.2

負債純資産合計 　  11,721,103 100.0  5,867,020 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 ※４  973,593 100.0  475,374 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．製品期首棚卸高 　 169,032   －   

２．当期製品製造原価 　 118,937   －   

３．当期製品仕入高 　 326,438   －   

４．不動産賃貸原価 ※１ 172,338   171,923   

合計 　 786,747   171,923   

５．会社分割による払出高 　 150,578   －   

６．他科目への振替高 ※２ 7,433 628,736 64.6 － 171,923 36.2

売上総利益 　  344,857 35.4  303,450 63.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３  284,635 29.2  398,965 83.9

営業利益又は営業損失
(△) 　  60,221 6.2  △95,515 △20.1

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※４ 17,123   64,826   

２．為替差益 　 507   －   

３．その他 　 3,253 20,884 2.1 1,711 66,537 14.0

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 4,868   6,968   

２．社債利息 　 751   428   

３．製品評価損 　 203   －   

４．株式交付費償却 　 5,810   8,098   

５．借入保証料 　 1,830   －   

６. 為替差損 　 －   2,717   

７．その他 　 1,359 14,824 1.5 1,703 19,916 4.2

経常利益又は経常損失
(△) 　  66,282 6.8  △48,894 △10.3
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅵ　特別利益 　       

１．貸倒引当金戻入額 　 12,083   831   

２. 固定資産売却益 ※６ －   8,276   

３. 抱合せ株式消滅差益 ※８ － 12,083 1.2 24,402 33,510 7.1

Ⅶ　特別損失 　       

１．子会社投融資損失 ※５ 30,522   19,713   

２．減損損失 ※７ 1,232   －   

３. 固定資産処分損 ※９ －   45,193   

４. 関係会社株式評価損 ※10 －   1,710,897   

５. 貸倒引当金繰入額 　 －   354,567   

６. その他 　 － 31,754 3.2 193,588 2,323,959 488.9

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  46,610 4.8  △2,339,343 △492.1

法人税、住民税及び事業
税

　 20,419   △440   

法人税等調整額 　 △1,999 18,420 1.9 △194,310 △194,751 △41.0

当期純利益又は当期純
損失(△) 　  28,190 2.9  △2,144,592 △451.1
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％)

Ⅰ　原材料費 　 11,997 10.0 － －

Ⅱ　労務費 ※１ 38,272 32.0 － －

Ⅲ　経費 ※２ 69,320 58.0 － －

当期総製造費用 　 119,589 100.0 － －

仕掛品期首棚卸高 　 25,451  －  

他科目からの振替高 ※３ 151  －  

合計 　 145,192  －  

会社分割による払出高 　 26,254  －  

当期製品製造原価 　 118,937  －  

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　原価計算の方法は、製品別実際総合原価計算を採用して

いる。

　

※１　労務費に算入した引当金繰入額 ※１　             ──────

賞与引当金繰入額 7,700 千円

退職給付費用 1,061  

 

※２　経費の内訳 ※２　             ──────

外注加工費 56,344 千円

減価償却費 462  

その他 12,513  

計 69,320  

 

※３　他科目からの振替高は次工程への投入のため製品

より受入たものである。

※３　　　　　　　 ──────
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金
　
　
　 利益剰余

金合計
配当平
均積立
金

従業員
保護資
金

別途積
立金

繰越利益
剰余金

平成18年３
月31日  残
高(千円)

2,225,000 1,686,296 － 1,686,296 135,000 50,000 40,000 136,000 △927,293 △566,293 △9,029 3,335,972

事業年度中
の変動額

            

新株の発行 1,000,000 1,000,000  1,000,000        2,000,000

準備金から
剰余金への
振替

 △2,000,000 2,000,000 －        －

剰余金の内
訳科目間の
振替

  △566,293 △566,293     566,293 566,293  －

当期純利益         28,190 28,190  28,190

自己株式の
取得

          △506 △506

減損による
土地再評価
差額金の増
減

        △4,630 △4,630  △4,630

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
(純額)

            

事業年度中
の変動額合
計
(千円)

1,000,000 △1,000,000 1,433,706 433,706 － － － － 589,854 589,854 △506 2,023,053

平成19年２
月28日　残高
(千円)

3,225,000 686,296 1,433,706 2,120,002 135,000 50,000 40,000 136,000 △337,439 23,560 △9,536 5,359,025

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
(千円)

235 1,610,992 1,611,227 － 4,947,200

事業年度中の変動額      

新株の発行     2,000,000

準備金から剰余金への振替     －

剰余金の内訳科目間の振替     －

当期純利益     28,190

自己株式の取得     △506

減損による土地再評価差額
金の増減

    △4,630

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△23 4,630 4,607 75,000 79,607

事業年度中の変動額合計
(千円)

△23 4,630 4,607 75,000 2,102,660

平成19年２月28日　残高
(千円)

212 1,615,623 1,615,835 75,000 7,049,861
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当事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計資本準

備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準
備金

その他利益剰余金
　
　
　

利益剰余金
合計

配当
平均
積立
金

従業
員保
護資
金

買換資産
積立金

別途積
立金

繰越利益剰
余金

平成19年2月
28日残高
(千円)

3,225,000 686,296 1,433,706 2,120,002 135,000 50,000 40,000 － 136,000 △337,439 23,560 △9,536 5,359,025

事業年度中
の変動額

             

買換資産積
立金積立額

       1,302,624  △1,302,624 －  －

資本剰余金
の配当

  △176,230 △176,230         △176,230

当期純損失          △2,144,592 △2,144,592  △2,144,592

自己株式の
取得

           △685 △685

土地再評価
差額金取崩
額

         1,593,244 1,593,244  1,593,244

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
(純額)

             

事業年度中
の変動額合
計
(千円)

－ － △176,230 △176,230 － － － 1,302,624 － △1,853,972 △551,347 △685 △728,263

平成20年２
月29日　残高
(千円)

3,225,000 686,296 1,257,475 1,943,771 135,000 50,000 40,000 1,302,624 136,000 △2,191,412 △527,787 △10,222 4,630,762

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額
金

評価・換算差額
等合計

平成19年2月28日　残高
(千円)

212 1,615,623 1,615,835 75,000 7,049,861

事業年度中の変動額      

買換資産積立金積立額     －

資本剰余金の配当     △176,230

当期純損失     △2,144,592

自己株式の取得     △685

土地再評価差額金取崩額     1,593,244

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△954 △1,615,012 △1,615,966 1,121 △1,614,845

事業年度中の変動額合計
(千円)

△954 △1,615,012 △1,615,966 1,121 △2,343,109

平成20年２月29日　残高
(千円)

△742 611 △131 76,121 4,706,752
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１．有価証券の評価基準及び評価

方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法

　

 　　　

 (2) その他有価証券

 　　　時価のあるもの

(1) 満期保有目的の債券

同左

 (2)　子会社株式

 　　　移動平均法による原価法

(3)　その他有価証券

 　　　時価のあるもの

 　決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してお

ります。）

　　　　　　　同左

   　時価のないもの

　移動平均法による原価法

  　時価のないもの

同左

   

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法

移動平均法による原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、

ショッピングセンター用建物、構築物

等については、定額法を採用しており

ます。

　主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物　　　　　８年～47年

機械装置　　　２年～10年

工具器具備品　２年～20年

ショッピングセンター用

建物　　　　　８年～34年

構築物　　　　10年～50年

(1) 有形固定資産

平成19年４月1日以降取得の資産

　法人税法の規定による定率法

　ただし、建物(建物付属設備を除く)

については、法人税法の規定による

定額法

平成19年３月31日以前取得の資産

　法人税法の規定による旧定率法

　ただし、平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得の建物(建

物付属設備を除く)については、法人

税法の規定による旧定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 　　　建物　　　　　８年～18年

 　　　工具器具備品　４年～５年

 　(会計処理の変更)

  平成19年度の法人税法の改正(「所得

税法等の一部を改正する法律　平成19年

３月30日法律第６号」及び「法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成19年３

月30日　政令第83号」)に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

　これに伴う損益への影響は軽微であり

ます。

 (2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基

づいております。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

４．繰延資産の処理方法 　株式交付費は株式交付のときから３

年間にわたり定額法により償却してお

ります。

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い)

  当事業年度から、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」(企

業会計基準委員会　平成18年８月11

日　実務対応報告第19号)を適用して

おります。

　これにより、当事業年度計上分より

３年間にわたる定額法による償却方

法に変更しております。

なお、前事業年度まで繰延資産の内

訳として表示していた「新株発行

費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更し、

３年間にわたる均等償却を行ってお

ります。

　前事業年度において営業外費用の

内訳として表示していた「新株発行

費償却」は、当事業年度より「株式

交付費償却」として表示する方法に

変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽

微であります。

　株式交付費は株式交付のときから３

年間にわたり定額法により償却してお

ります。

　

　

　

　

　

　

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案して、

必要と認められる額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与に充てるため夏期実際

支給予定額のうち当期負担分を見積計

上しております。

──────

　

 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

──────

　

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

　

 　 　

７．その他財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」　(企業会計基準第５号　平成17年12月

9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」　(企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月9日)を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,974,861

千円であります。

 

──────

  (企業結合に係る会計基準等)

 　　当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業会計

審議会　平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会

計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準委員会　

最終改正平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号)を適用しております。

　

 ──────

 

　

(売上高計上方法の変更)

　従来、紡績糸の販売代行取引の売上高計上方法につい

ては、ユーザーへの販売金額を売上高に、その仕入原価

を売上原価に計上する方法で会計処理を行っておりま

したが、販売価額と仕入価額の差額を販売手数料として

決済する取引実態を勘案し、純額表示の方がより取引実

態を明瞭に表示できると判断した結果、当事業年度より

販売手数料相当額を売上高に計上する方法に変更しま

した。この変更により従来の方法によった場合に比べ、

売上高及び売上原価がそれぞれ198,640千円減少してい

るが、売上総利益に与える影響はありません。　

　

 ──────
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 　損益計算書の営業外収益の「仕入割引」(当期333千円)

は、金額が少額となったため、当事業年度から、営業外収

益のその他に含めております。

 　　　　　  

──────

 　　　　　  

追加情報

前事業年度
(自  平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　システム事業のソフト制作費は、従来発生時に販売費及

び一般管理費で処理していたが、重要性が増したため、当

事業年度から売上原価に計上することとしました。これ

により、従来の方法によった場合に比べ、売上原価は

41,677千円増加し、販売費及び一般管理費が43,876千円減

少し、その結果、営業利益、経常利益、税引前当期純利益が

それぞれ2,199千円増加しております。

  (ストック・オプション等に関する会計基準等)

　当事業年度から「ストック・オプション等に関する会

計基準」(企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第８号)及び「ストック・オプション等に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正平成

18年５月31日　企業会計基準適用指針第11号)を適用して

おります。

　これに伴う損益への影響は軽微であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額

※１　有形固定資産の取得価額から控除した減価償却累

計額

(資産科目) (減価償却累計額) 　

建物 812,295 千円

構築物 118,630 　

工具・器具及び備品  68,745 　

計 999,671 　

(資産科目) (減価償却累計額) 　

建物  1,525 千円

工具・器具及び備品  207 　

計 1,733 　

※２　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

(1)工場財団

※２　担保に供されている資産及び当該担保が付されて

いる債務

 (1)質権

担保資産 　　

土地  2,692,142 千円

（計）   (2,692,142)　

(2)共同根抵当権

担保資産 　　

建物  2,180,860 千円

土地  324,643 　

(計) (2,505,504)　

 　　　(3)質権

担保資産 　　

定期預金  100,000 千円

(計) (100,000)　

同上に対する債務 　　

長期借入金

(一年内返済を含む)

 171,150 千円

長期預り金  3,051,666 　

株式会社ドーコーボウ(当

社の子会社)の仕入債務

 　　  

 95,159

　

(計) (3,317,975)　

担保資産 　　

定期預金  130,000 千円

(計)  (130,000)　

同上に対する債務 　　

一年内償還社債

　

 30,000 千円

株式会社ドーコーボウ(当

社の子会社)の仕入債務

60,424

　

　

(計) (90,424)　

 

 

 

※３　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、自己資本の充実を図るため、事業用の土

地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負

債の部に、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞ

れ計上しております。

※３　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律(平成11年３月31日公布法律第24号)

に基づき、自己資本の充実を図るため、事業用の土

地の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負

債の部に、土地再評価差額金を純資産の部にそれぞ

れ計上しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条、第４号に定める地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基

本通達により算出しております。

　再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条、第４号に定める地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基

礎となる土地の価額を算定するための財産評価基

本通達により算出しております。

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

　△806,112千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

17千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　不動産賃貸原価の主なものは、減価償却費99,470千円

であります。

※１　不動産賃貸原価の主なものは、減価償却費89,566 千

円であります。

※２　他科目への振替高は、見本の出荷にともなう販売費

及び一般管理費への振替高等であります。

※２　　　　　　　　──────

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売促進費 7,352千円

輸送費及び保管料 7,151　

給料手当及び役員報酬 103,951　

賞与引当金繰入額 5,100　

福利厚生費 15,769　

退職給付費用 1,660　

旅費及び通信費 17,591　

減価償却費 4,755　

賃借料 17,768　

諸手数料 68,238　

事業税 10,854　

給与手当及び役員報酬  68,222千円

租税公課  23,953　

管理諸費  138,563　

地代家賃  31,702　

減価償却費  4,697　

貸倒引当金繰入額  25,000　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

　 　 　

販売費と一般管理費の割合 販売費と一般管理費の割合

販売費  28.9％

一般管理費  71.1　

 ※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

 　　　　関係会社からの受取利息　　　　　14,980千円

販売費  4.6％

一般管理費  95.4　

 ※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

 　　　  関係会社への売上高       　    113,700千円

 　　　　関係会社からの受取利息　　 　　 61,021

※５　子会社投融資損失

　債務超過となった子会社の株式評価損94,999千円

から当該会社に対する貸倒引当金戻入額64,477千円

を控除したものであります。

※５　子会社投融資損失

　子会社に対する貸付金の債務免除額40,000千円か

ら当該会社に対する貸倒引当金戻入額20,286千円を

控除したものであります。

 ※６　　　　　　　　──────  ※６　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　土地 8,214
千

円

　建物 62 　

  　計 8,276 　

 ※７　減損損失

 　　　当社は、愛知県丹羽郡大口町及び名古屋市守山区の遊休

土地について減損損失を計上しました。　　　　

     なお、事業の用に直接供していない遊休資産につい

ては個別に取り扱いました。

 　　市場価額が下落した遊休土地の帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失(1,232千円)とし

て特別損失に計上しました。

 　　なお、回収可能価額は重要性が乏しいため、路線価を基

にした正味売却価額により評価しております。

 ※７　　　　　　　　──────　
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 ※８　　　　　　　　──────  ※８　抱合せ株式消滅差益

　　　　 同興ニット株式会社との吸収合併に伴い、抱合せ株式

消滅差益を計上しております。

 ※９　　　　　　　　──────  ※９　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

 建物 40,666
千

円

 構築物 548　

 車両 40　

 工具・器具及び備品 2,678　

 ソフトウェア 171　

 電話加入権及び施設利用権 1,087　

　　 計 45,193　

 ※10　　　　　　　　──────  ※10　関係会社株式評価損の内訳は次のとおりであります。

　㈱同興システムズ 65,085
千

円

　㈱グローバルコーポレーション 1,645,812 　

  　計 1,710,897 　
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(株主資本等変動計算書関係)

 　前事業年度 (自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数(千株)

当事業年度増加株
式数(千株)

当事業年度減少株
式数(千株)

当事業年度末株式
数(千株)

普通株式　(注) 52 1 － 53

合計 52 1 － 53

   (注)　普通株式の自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

 　当事業年度 (自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数(千株)

当事業年度増加株
式数(千株)

当事業年度減少株
式数(千株)

当事業年度末株式
数(千株)

普通株式　(注) 53 5 － 59

合計 53 5 － 59

   (注)　普通株式の自己株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１．貸手側

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

────── 

１年以内 395,714 千円

１年超 254,235  

合計 649,949  

 

(有価証券関係)

　前事業年度(平成19年２月28日)及び当事業年度(平成20年２月29日)における子会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成19年２月28日)

当事業年度
(平成20年２月29日)

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,321 千円

退職給付引当金超過額 12,318  

賞与引当金 2,033  

棚卸資産評価損 228,919  

その他 3,225  

繰延税金資産小計 256,818  

評価性引当額 △251,747  

繰延税金資産合計 5,071  

貸倒引当金損金算入限度超過額 154,445 千円

関係会社株式評価損 669,681  

たな卸資産評価損 233,568  

その他 7,484  

繰延税金資産小計 1,065,180  

評価性引当額 △1,065,180  

繰延税金資産合計 0  

繰延税金負債 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 140 千円

　

その他有価証券評価差額金 79 千円

　

買換資産積立金 893,673 　

繰延税金負債合計 893,753 　

②　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。

②　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 　　　税引前当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。

③　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の貸借対照表関係に記載しております。

③　再評価に係る繰延税金負債は事業用の土地を再評価

したことによるものであり、その内容については注記

事項の貸借対照表関係に記載しております。
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(企業結合等関係)

 　前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

 　(共通支配下の取引等)

 　　当社は、平成18年10月１日付で、繊維事業部門及びシステム事業部門を分割し、株式会社ドーコーボウ及び株式会社同

興システムズ(新設会社)に承継させた。

 １. 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引

の目的を含む取引の概要

 (1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び事業の内容

 　　繊維事業 : 紡績糸、ニット、織物

 　　システム事業 : コンピュータ、ソフトウェア、ＯＡ機器

 (2) 企業結合の法的形式

 　　当社を分割会社とし、㈱ドーコーボウ及び㈱同興システムズ(新設会社)を承継会社とする新設分割

 (3) 取引の目的を含む取引の概要

 　　当社では繊維事業、システム事業ならびに不動産事業を展開していたが、各事業部門の責任と権限を明確にし、経営効

率の向上ならびに収益力の強化を図ることを目的に、繊維事業およびシステム事業をそれぞれ新設分割会社に移転し

た。

 　　分割により新設会社は、当社から承継事業に関する資産及び負債を承継し、株式会社ドーコーボウは普通株式2,000株、

株式会社同興システムズは普通株式200株を発行し、それぞれ、そのすべてを当社に割当交付した。分割交付金の支払い

はない。

  ２. 実施した会計処理の概要

 　　　「企業結合に係る会計基準三 ４ 共通支配下取引等の会計処理(１)共通支配下の取引」及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針Ⅷ 21 単独で新設分割設立子会社を設立した場合の会計処理」の規定に準じ

て個別財務諸表上の会計処理を実施している。

 　当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

   連結財務諸表「注記事項(企業結合等関係)」に記載しているため、注記を省略しております。
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(１株当たり情報) 

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額 197.89円

１株当たり当期純利益 0.98円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    　0.94円

１株当たり純資産額 131.40円

１株当たり当期純損失 60.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

(注) １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年２月28日)

当事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額(△)
  

 　当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 28,190 △2,144,592

 　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る当期純利益(千円) 28,190 △2,144,592

 　期中平均株式数(株) 28,869,783 35,243,980

　   

　 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 　　当期純利益調整額(千円) － －

 　普通株式増加数(株) 1,025,078 －

 　　(うち新株予約権)  　　　　　　 (1,025,078)  　　 　　　   　    (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

 

 

 

 

 新株予約権２種類

　(新株予約権の数4,000個)

　新株予約権の概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状況、(２)

新株予約権等の状況」に記載の

通りである。　

 新株予約権４種類

　(新株予約権の数6,726個)

　新株予約権の概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状況、(２)

新株予約権等の状況」に記載の

通りである。　

(重要な後発事象) 

     前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)

 　　　該当事項はありません。

     当事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他有価

証券

 銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額
(千円)

石川島建材工業株式会社 303,000 36,057

浅香工業株式会社 25,000 4,275

シーアイランドクラブ株式会社 8,000 4,000

株式会社名古屋ニット会館 2,817 577

財形住宅金融株式会社 2 400

中央三井トラスト・ホールディングス

株式会社
186 136

住友商事株式会社 79 121

丸善株式会社 1,000 113

 計 340,084 45,679

【その他】

投資有価証券
その他有価

証券

 種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額
(千円)

TAIFOOK INVESTMENT FUND 

LIMITED-ASIA GROWTH FUND
20,000 91,760

 計 20,000 91,760
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(千円)
当期増加額

(千円)
当期減少額

(千円)
当期末残高

(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末残
高(千円)

有形固定資産        

建物 3,030,142 11,110 3,029,777 11,475 1,525 79,681 9,949

構築物 226,332 － 226,332 － － 10,629 －

工具・器具及び備品 77,526 1,322 78,341 506 207 3,069 299

土地 3,019,362 － 3,016,786 2,576 － － 2,576

有形固定資産計 6,353,364 12,432 6,351,238 14,558 1,733 93,379 12,825

無形固定資産        

ソフトウェア 7,887 － 7,887 － － 172 －

電話加入権及び施設利用

権等
13,783 － 13,783 － － 712 －

無形固定資産計 21,670 － 21,670 － － 884 －

長期前払費用 － 93 － 93 23 23 70

繰延資産        

株式交付費 24,294 － － 24,294 18,780 8,098 5,513

  (注)  １．工具・器具及び備品の当期増加額は、株式会社同興システムズとの吸収合併による増加額であります。

 　　　 ２．アピタ大口店の売却による当期減少額は、建物2,956,470千円、構築物226,332千円、工具・器具及び備品30,288千

円、土地3,016,786千円、電話加入権及び施設利用権11,516千円であります。

　　　　３．旧本社事務所(愛知県丹羽郡大口町)の滅失による当期減少額は、建物73,307千円、構築物4,879千円、工具・器具及

び備品47,238千円、電話加入権及び施設利用権2,266千円、ソフトウェア7,887千円であります。 

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(千円)
当期増加額

(千円)

当期減少額
(目的使用)

(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 36,252 390,151 46,762 75 379,567

賞与引当金 5,100 3,961 9,061 － －

　(注)貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 
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(２)【主な資産及び負債の内容】

１．流動資産

現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 116

当座預金 17,074

普通預金 1,128,801

別段預金 753

定期預金 130,000

計 1,276,746

売掛金

相手先 金額(千円)

ユキｆリング 3,600

計 3,600

売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況

前期繰越高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

次期繰越高
(千円) 回収率(％) 回転率(回) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

(B)÷
(A)＋(D)
２

366 
────
回転率

3,600 － － 3,600 － － －

  (注)消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。

　

関係会社短期貸付金

区分 金額(千円)

株式会社グローバルコーポレーション 3,270,000

株式会社ドーコーボウ 50,000

計 3,320,000

不動産協同事業出資金

区分 金額(千円)

株式会社ティーエムプロジェクト 300,000

計 300,000

 　２. 固定資産

 　　　関係会社株式

区分 金額（千円）

株式会社グローバルコーポレーション 365,187

株式会社ドーコーボウ 292,086

計 657,273

３．流動負債

　買掛金
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相手先 金額(千円)

ユキｆリング 42,418

計 42,418

４．固定負債

　繰延税金負債　　893,753千円

　固定資産圧縮積立金に係る税効果会計によって負債として計上された金額であります。

(３)【その他】

①　決算日後の状況 

　特記事項はありません。 

 　　　 ②　訴訟

 　　       当社は、大阪市都島区在住のユキｆリングこと富田常夫に対し寄託済の仕掛品等の返還を求める訴訟を平成17

年９月29日に大阪地方裁判所宛提起し、現在係争中であります。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

(但し100株未満の株式に対しては、その株数を表示した株券)

剰余金の配当の基準日
８月31日

 　 ２月末日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 中部経済新聞に掲載。但し決算公告は含まない。

株主に対する特典 該当事項はありません。

 (注)１．平成20年５月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告がで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

 　　２．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利を有しておりません。 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 　　 当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

      (1)半期報告書の訂正報告書

          平成19年４月16日東海財務局に提出 

 　　   　 (第85期中)　(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)の半期報告書に係る訂正報告書であります。

    (2)有価証券報告書及びその添付書類

　    事業年度（第85期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年２月28日)平成19年５月31日関東財務局長に提出

      (3)臨時報告書

 　　　　 平成19年10月31日関東財務局に提出

 　　　　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。

    (4)半期報告書

　　　 　(第86期中)　(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)　平成19年11月26日関東財務局長に提出　

    (5)臨時報告書

 　　　   平成20年４月４日関東財務局に提出

 　　　   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。

    (6)臨時報告書

 　　　   平成20年５月２日関東財務局に提出

 　　　   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成19年５月30日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 臺　　祐二　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩出　博男　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　智司　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

ロジェ・ホールディングスの平成18年４月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロジェ・ホールディングス及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は紡績糸の販売代行取引の売上高

計上方法を変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年５月28日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋口　　貢一　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロジェ・ホールディングス及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。
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独立監査人の監査報告書

 平成19年５月30日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 臺　　祐二　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩出　博男　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　智司　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プ

ロジェ・ホールディングスの平成18年４月１日から平成19年２月28日までの第85期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ジェ・ホールディングスの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は紡績糸の販売代行取引の売上高計上方法を変更した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年５月28日

株式会社プロジェ・ホールディングス  

 取締役会　御中    

 フロンティア監査法人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 藤井　　幸雄　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 橋口　　貢一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社プロジェ・ホールディングスの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第86期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ジェ・ホールディングスの平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

している。
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